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 １．本債券内容説明書（以下「本説明書」といいます。）において記載する「第５回独立行

政法人大学改革支援・学位授与機構債券」（以下「本債券」といいます。）は、独立行政

法人大学改革支援・学位授与機構法（平成15年法律第114号。以下「機構法」といいます。）

第19条に基づき、文部科学大臣の認可を令和３年１月22日に得て、独立行政法人大学改革

支援・学位授与機構（以下「当機構」といいます。）が発行する債券です。

２．本債券は、政府保証の付されていない公募債券（財投機関債）です。

３．本債券については、金融商品取引法（昭和23年４月13日法律第25号）第３条が適用され

ることから、同法第２章の規定は適用されず、その募集について同法第４条第１項の規定

による届出は必要とされません。 

  本説明書は、本債券に対する投資家の投資判断に資するために、当機構の業務、財務の

内容等について当機構が任意に作成したものであり、金融商品取引法第13条第１項に基づ

く発行届出目論見書ではありません。また、本説明書法人情報の部中の財務諸表について

は、金融商品取引法第193条の２第１項に規定される監査証明は受けておりません。

  なお、その他本債券の詳細については、本説明書の募集要項を併せてご覧下さい。

４． 当機構の財務諸表は、「独立行政法人会計基準」及び「独立行政法人会計基準注解」、 
独立行政法人大学改革支援・学位授与機構に関する省令（平成15年文部科学省令第59号）

等に基づき作成され、独立行政法人通則法（平成11年７月16日法律第103号。以下「通則法」

といいます。）第38条第１項及び第２項により、毎事業年度の終了後三月以内に、監査報

告及び会計監査報告を付した財務諸表を文部科学大臣に提出してその承認を受けなければ

ならないとされています。

５．本説明書は、以下の場所に備え置き閲覧に供しています。

  独立行政法人大学改革支援・学位授与機構 

大学連携・支援部　国立大学施設支援課 

東京都千代田区一ツ橋二丁目１番２号 

学術総合センター１０階 （竹橋オフィス） 
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１．当機構は、機構法第17条及び附則第13条第４項により施設費貸付事業及び施設費交付事 

業等に係る経理については、施設整備勘定として一般勘定とは勘定を分けて整理しなけれ 

ばならないことになっています。

２．本説明書に記載されている数値については、特に記載のない限り、単位未満を四捨五入

しており、各欄の合計と表示合計が合致しない場合があります。

  また、本説明書において、数値が単位に満たない場合は、「０」、該当数字のない場合は、

「－」と表示しています。
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第１ 募集要項 

１．新規発行債券 

銘 柄 
第５回独立行政法人大学改革 

支援・学位授与機構債券 
債券の総額 金8,500百万円 

振 替 法 の 

適 用 

本債券は、社債、株式等の振替

に関する法律（平成13年法律第

75号）の規定の適用を受けるも

のとし、同法第120条で準用す

る同法第67条第１項の規定に

より本債券の証券は発行しな

い。 

発 行 価 額 の 

総 額 
金8,500百万円 

各 債 券 の 

金 額 
1,000万円 申 込 期 間 令和３年２月５日 

発 行 価 格 
各債券の金額100円につき 

金100円 
申込証拠金 

各債券の金額100円につき金100円 

とし、払込期日に払込金に振替充当

する。申込証拠金には利息をつけな

い。 

利 率 年0.030％ 払 込 期 日 令和３年２月26日 

利 払 日 毎年３月20日及び９月20日 
申 込 取 扱 

場 所 

別項引受金融商品取引業者の本店

及び国内各支店 

償 還 期 限 令和８年３月19日 振 替 機 関 

株式会社証券保管振替機構 

東京都中央区日本橋茅場町二丁目

１番１号 

募集の方法 一般募集 

利息支払の

方 法 及 び 

期 限 

１．本債券の利息は、発行日の翌日から本債券を償還すべき日（以下「償還期日」と

いう。）までつけ、令和３年９月20日を第１回の利払期日としてその日までの分を

支払い、その後毎年３月20日及び９月20日の２回に各その日までの前半か年分を支

払う。 

２．発行日の翌日から令和３年３月20日までの期間につき利息を計算するとき及び 

償還の場合に半か年に満たない利息を支払うときは、半か年の日割をもって計算

する。 

３．利息を支払うべき日が銀行休業日に当たるときは、その支払は前銀行営業日に繰

り上げる。 

４．償還期日後は、利息をつけない。ただし、償還期日に本債券の償還を怠った場合

には、償還期日の翌日から実際に当該償還が行われた日までの日数につき別記「利

率」欄に定める利率により計算される金額（以下「経過利息」という。）を支払う。

経過利息は、半か年の日割をもって計算する。 
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償還の方法 

１．償還金額 

各債券の金額100円につき金100円 

２．償還の方法及び期限 

(1) 本債券の元金は、令和８年３月19日にその総額を償還する。

(2) 償還期日が銀行休業日に当たるときは、その支払は前銀行営業日に繰り上げる。

(3) 本債券の買入消却は、別記「振替機関」欄記載の振替機関が定める社債等に関す

る業務規程その他の規則等で別途定める場合を除き、いつでもこれを行うことがで

きる。

担 保 

本債券の債権者（以下「本債権者」という。）は、機構法の定めるところにより、当

機構の財産について、他の債権者に先立って自己の債権の弁済を受ける権利を有す

る。 

財 

務 

上 

の 

特 

約 

担 保 提 

供 制 限 

該当事項なし 

（本債券は一般担保付であり、財務上の特約は付されていない。） 

そ の 他 

の 条 項 
該当事項なし 

摘 要 

１．信用格付業者から提供され、若しくは閲覧に供された信用格付 

(1)株式会社格付投資情報センター（以下「R&I」という。）

本債券について、当機構はR&IからAA+の信用格付を令和３年２月５日付で取得

している。 

R&Iの信用格付は、発行体が負う金融債務についての総合的な債務履行能力や

個々の債務等が約定通りに履行される確実性（信用力）に対するR&Iの意見である。

R&Iは信用格付によって、個々の債務等の流動性リスク、市場価値リスク、価格変

動リスク等、信用リスク以外のリスクについて、何ら意見を表明するものではな

い。R&Iの信用格付は、いかなる意味においても、現在・過去・将来の事実の表明

ではない。また、R&Iは、明示・黙示を問わず、提供する信用格付、又はその他の

意見についての正確性、適時性、完全性、商品性、及び特定目的への適合性その他

一切の事項について、いかなる保証もしていない。 

R&Iは、信用格付を行うに際して用いた情報に対し、品質確保の措置を講じてい

るが、これらの情報の正確性等について独自に検証しているわけではない。R&Iは、

必要と判断した場合には、信用格付を変更することがある。また、資料・情報の不

足や、その他の状況により、信用格付を取り下げることがある。 

利息・配当の繰り延べ、元本の返済猶予、債務免除等の条項がある債務等の格付

は、その蓋然性が高まったとR&Iが判断した場合、発行体格付又は保険金支払能力

とのノッチ差を拡大することがある。 
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摘 要 

本債券の申込期間中に本債券に関してR&Iが公表する情報へのリンク先は、R&I

のホームページ（https://www.r-i.co.jp/rating/index.html）の「格付アクショ

ン・コメント」及び同コーナー右下の「一覧はこちら」をクリックして表示される

リポート検索画面に掲載されている。なお、システム障害等何らかの事情により情

報を入手することができない可能性がある。その場合の連絡先は以下のとおり。 

R&I:電話番号03-6273-7471  

(2)株式会社日本格付研究所（以下「JCR」という。）

本債券について、当機構はJCRからAAAの信用格付を令和３年２月５日付で取得

している。 

JCRの本件信用格付は、格付対象となる債務について約定通り履行される確実性

の程度を等級をもって示すものである。 

JCRの本件信用格付は、債務履行の確実性の程度に関してのJCRの現時点での総

合的な意見の表明であり、当該確実性の程度を完全に表示しているものではない。

また、JCRの本件信用格付は、デフォルト率や損失の程度を予想するものではない。

JCRの本件信用格付の評価の対象には、価格変動リスクや市場流動性リスクなど、

債務履行の確実性の程度以外の事項は含まれない。 

JCRの本件信用格付は、格付対象の発行体の業績、規制などを含む業界環境など

の変化に伴い見直され、変動する。また、JCRの信用格付の付与にあたり利用した

情報は、JCRが本件格付対象の発行体及び正確で信頼すべき情報源から入手したも

のであるが、当該情報には、人為的、機械的又はその他の理由により誤りが存在す

る可能性がある。 

本債券の申込期間中に本債券に関してJCRが公表する情報へのリンク先は、JCR

のホームページ（https://www.jcr.co.jp/）の「ニュースリリース」右端「一覧を

見る」をクリックして表示される「ニュースリリース」（https://www.jcr.co.jp

/release/）に掲載されている。なお、システム障害等何らかの事情により情報を

入手することができない可能性がある。その場合の連絡先は以下の通り。 

JCR：電話番号03-3544-7013 

２．募集の受託会社 

(1) 機構法第19条第５項に基づく本債券の募集の受託会社（以下「受託会社」とい

う。）は、株式会社三菱ＵＦＪ銀行とする。 

(2) 受託会社は、本債権者のために弁済を受け、又は本債券に基づく債権の実現を

保全するために必要な一切の裁判上又は裁判外の行為をする権限を有する。 

(3) 受託会社は、本債券の発行要項（以下「発行要項」という。）各項のほか、法令

及び当機構と受託会社との間の令和３年２月５日付第５回独立行政法人大学改革

支援・学位授与機構債券募集委託契約証書（以下「委託契約」という。）に定める

義務及び権限を有する。 

３．期限の利益喪失事由 
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摘 要 

本債券の期限の利益喪失事由は、次の各号に掲げるものとする。 

(1) 当機構が別記「利息支払の方法及び期限」欄又は別記「償還の方法」欄第２項

の規定に違背し、５営業日以内に履行又は治癒されないとき。 

(2) 当機構が発行する本債券以外の債券若しくはその他の借入金債務についての期

限の利益を喪失し、又は期限が到来しても５営業日以内にその弁済をすることがで

きないとき、又は当機構以外の債券若しくはその他の借入金債務に対して当機構が

行った保証の債務について履行義務が発生したにもかかわらず、５営業日以内にそ

の履行をすることができないとき。ただし、当該債務の合計額（邦貨換算後）が５

億円を超えない場合は、この限りではない｡

(3) 法令により、本債券の償還期日前に当機構が解散することが決定され、かつ、

本債券の債務が承継されないことが明らかとなったとき。 

(4) 法令若しくは裁判所の決定により、当機構又は当機構が解散して本債券の債務

を承継した法人に対して、株式会社における会社更生、特別清算その他これらに準

ずる倒産処理手続に相当する手続が開始されたとき。 

４．公告の方法 

当機構又は受託会社は、本債券に関し、本債権者に通知する場合は、法令又は委

託契約に別段の定めがあるものを除き、官報並びに東京都及び大阪市で発行される

各１種以上の新聞紙にこれを掲載する。ただし、受託会社が、本債権者のために必

要でないと認め、その旨を当機構に通知したときは、官報又は新聞紙への掲載を省

略することができる。 

５．債券原簿の公示 

当機構は、その竹橋オフィスに本債券の債券原簿を備え置き、その営業時間中、

一般の閲覧に供する。 

６．発行要項及び委託契約の公示 

発行要項及び委託契約の謄本は当機構の竹橋オフィス及び受託会社の本店で、そ

の営業時間中、一般の閲覧に供する。 

７．発行要項の変更 

(1) 当機構は、本債権者に不利益を与えない事項については、受託会社と協議のう

え、発行要項を変更することができる。 

(2) 前号に基づき発行要項が変更されたときは、当機構はその内容を公告する。た

だし、当機構が受託会社と協議のうえ不要と認めた場合は、この限りではない。 

８．本債券の債権者集会 

(1) 本債券の債権者集会（以下「債権者集会」という。）は、当機構又は受託会社が

これを招集するものとし、会日より少なくとも３週間前に債権者集会を開く旨及び
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会議の目的たる事項を公告する。 

(2) 債権者集会は、東京都において行う。

(3) 本債券の総額の10分の１以上に当たる本債権者は、その保有する本債券の額を

証明する書面並びに会議の目的たる事項及び招集の理由を記載した書面を受託会

社に提出し、債権者集会の招集を請求することができる。 

９．募入方法 

応募超過の場合は、本募集要項「２．債券の引受け及び債券発行事務の委託」欄

記載の引受人の代表者が適宜募入額を定める｡ 

10．発行代理人及び支払代理人 

別記「振替機関」欄の振替機関が定める業務規程に基づく本債券の発行代理人業

務及び支払代理人業務は、株式会社三菱ＵＦＪ銀行においてこれを取り扱う。 
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２．債券の引受け及び債券発行事務の委託 

債

券

の

引

受 

引受人の氏名又は名称 住 所 引受金額 引受けの条件 

大和証券株式会社 
東京都千代田区丸の内一

丁目９番１号

百万円 

3,500 

１. 引受人は、本
債券の全額
につき、共同
して引受並
びに募集の
取扱いを行
い、応募額が
その全額に
達しない場
合には、その
残額を引き
受ける。

２. 本債券の引
受手数料は
各債券の金
額100円につ
き金22.5銭
とする。

三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証

券株式会社 

東京都千代田区大手町一

丁目９番２号
2,500 

ＳＭＢＣ日興証券株式会社
東京都千代田区丸の内三

丁目３番１号
2,500 

計 8,500 

債

券

発

行

事

務

の

委

託 

募集の受託会社の名称 住 所 

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号
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３．新規発行による手取金の使途 

（1）新規発行による手取金の額 

払込金額の総額 発行諸費用の概算額 差引手取概算額 

8,500百万円 22百万円 8,478百万円 

（注）発行諸費用の概算額には、消費税等は含まれておりません。 

（2）手取金の使途 

上記差引手取概算額8,478百万円は機構法第16条第１項第２号に定める施設費貸付事業のうち、

国立大学の附属病院の医療設備の設置に必要な資金貸付の一部並びに機構法第19条第２項に定め

る債券及び長期借入金の償還資金の一部に令和３年３月末までに充当する予定です。 

また、新型コロナウイルス感染症の影響を受けている附属病院を持つ国立大学法人の経営安定

化を図るため、国立大学法人の機構に対する令和３年３月の元利償還金の一部を猶予する一方で、

機構としては財政融資資金及び市場に対して約定通り借入金及び債券の償還を行うため、当該償

還猶予の財源の一部として充当する予定です。 

なお、令和２年度の医療設備の設置に必要な資金の貸付計画額は23,986百万円であり、債券の

償還予定額は5,000百万円となっています。 

当機構は、ICMA（国際資本市場協会：International Capital Market Association）が定義す

るソーシャルボンド原則2020（注１.）（以下「ソーシャルボンド原則」という。）に基づくフレ

ームワークにより、ソーシャルボンドを発行します。なお、ソーシャルボンドに対する第三者評

価として、株式会社日本格付研究所（JCR）より、コロナ債として「JCRソーシャルボンド評価（注

２.）」の最上位評価である「Social 1」の評価を取得しております。 

（注）１.「ソーシャルボンド原則」とは、国際資本市場協会（ICMA）が事務局機能を担う民間

団体であるグリーンボンド・ソーシャルボンド原則執行委員会（Green Bond Princi

ples and Social Bond Principles Executive Committee）により策定されているソ

ーシャルボンドの発行に係るガイドラインです。 

２.「JCRソーシャルボンド評価」とは、ソーシャルボンドにより調達される資金がJCR

の定義するソーシャルプロジェクトに充当される程度並びに当該ソーシャルボンド

の資金使途等にかかる管理、運営及び透明性確保の取り組みの程度を評価したもの

です。評価は５段階で、上位のものから順に、Social 1、Social 2、Social 3、Soc

ial 4、Social 5の評価記号を用いて表示されます。
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第二部 法人情報
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第１ 法人の概況

1. 主要な経営指標等の推移

独立行政法人大学改革支援・学位授与機構（以下「当機構」という。）は、平成28年４月１日に設

立されました。従って以下の主要な経営指標等においては、当機構の平成28年度以降（平成28年４月

１日から令和２年３月31日までの期間）の法人単位及び各勘定に関して記載しています。 

【大学改革支援・学位授与機構】 

○法人単位  （単位：百万円） 

区   分 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 

経常費用 15,643 12,970 11,271 9,970 

経常収益 15,652 12,457 9,411 9,141 

経常利益  ※１ 10 △ 513 △ 1,861 △ 829

臨時損失 0 0 0 282 

臨時利益 0 0 0 282 

当期純利益   ※２ 10 △ 513 △ 1,861 △ 829

前中期目標期間繰越
積立金取崩額 ※９ 

- - - 9 

機構法第18条 
積立金取崩額 ※３ 

- 543 2,006 955 

当期総利益   ※４ 10 30 146 136 

資本金    ※５ 8,781 8,781 8,781 8,781 

純資産額  ※６ 29,051 28,414 26,472 25,259 

総資産額 791,854 785,002 760,142 737,465 

自己資本比率 ※７ 3.67% 3.62% 3.48% 3.43% 

業務活動による 
キャッシュ・フロー

19,948 6,267 21,329 21,962 

投資活動による 
キャッシュ・フロー

3,467 8,248 △ 4,830 4,327 

財務活動による 
キャッシュ・フロー

△ 18,854 △ 6,009 △ 22,794 △ 21,499

現金及び現金同等 
物の期末残高 

19,654 19,850 8,255 13,046 

役職員数  ※８ 180(2) 150(2) 144(2) 160(2) 

（注）当機構は「独立行政法人大学評価・学位授与機構法の一部を改正する法律（平成27年法律第27号）」

附則第２条第１項及び第２項に基づき、平成28年４月１日に、国が承継する資産を除き、独立行

政法人国立大学財務・経営センターの一切の権利及び義務を承継しました。 

※独立行政法人大学改革支援・学位授与機構法（平成15年７月16日法律第114号）は、以下「機構

法」という。
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(1)一般勘定  （単位：百万円） 

区   分 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 

経常費用 2,490 2,099 2,083 2,160 

経常収益 2,494 2,129 2,229 2,287 

経常利益  ※１ 3 30 146 126 

臨時損失 0 0 0 282 

臨時利益 0 0 0 282 

当期純利益   ※２ 3 30 146 126 

前中期目標期間繰越
積立金取崩額 ※９ 

- - - 9 

当期総利益 3 30 146 136 

資本金    ※５ 8,781 8,781 8,781 8,781 

純資産額  ※６ 6,863 6,768 6,834 6,576 

総資産額 7,826 7,717 7,810 7,660 

業務活動による 
キャッシュ・フロー

136 206 26 △ 57

投資活動による 
キャッシュ・フロー

△ 215 △ 62 △ 50 △ 313

財務活動による 
キャッシュ・フロー

△ 14 △ 14 △ 8 △ 7

現金及び現金同等 
物の期末残高 

684 814 781 404 

13



(2)施設整備勘定 （単位：百万円）

区   分 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 

経常費用 13,153 10,871 9,188 7,810 

経常収益 13,159 10,328 7,182 6,854 

経常利益  ※１ 6 △ 543 △ 2,006 △ 955

臨時損失 - - - - 

臨時利益 - - - - 

当期純利益   ※２ 6 △ 543 △ 2,006 △ 955

機構法第18条 
積立金取崩額 ※３ 

- 543 2,006 955 

当期総利益   ※４ 6 0 0 0 

資本金    ※５ - - - - 

純資産額  ※６ 22,188 21,645 19,639 18,684 

総資産額 784,029 777,284 752,332 729,804 

業務活動による 
キャッシュ・フロー

19,812 6,061 21,303 22,019 

投資活動による 
キャッシュ・フロー

3,682 8,310 △ 4,780 4,640 

財務活動による 
キャッシュ・フロー

△ 18,841 △ 5,995 △ 22,785 △ 21,491

現金及び現金同等 
物の期末残高 

18,970 19,036 7,473 12,641 
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【旧国立大学財務・経営センター】 

参考として、旧国立大学財務・経営センター（以下「旧センター」という。）の平成24年度から平

成27年度（平成24年４月１日から平成28年３月31日までの期間）における主要な経営指標等を法人単

位並びに各勘定毎に記載しています。 

※独立行政法人大学改革支援・学位授与機構法附則第10条の規定による廃止前の独立行政法人国

立大学財務・経営センター法は、以下「旧センター法」という。 

 ○法人単位            （単位：百万円） 

区   分 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 

経常費用      24,961      25,208      19,064      17,061 

経常収益      22,674      26,621      16,693      14,684 

経常利益     ※１  △   2,287       1,413  △   2,371 △   2,377 

臨時損失          13          －          －          0 

臨時利益          2          1         －         － 

当期純利益   ※２  △   2,299       1,414  △   2,371  △   2,377 

前中期目標期間 
繰越積立金取崩額 
        ※９ 

         21          －          －          － 

センター法第15条 
積立金取崩額 ※10 

      2,288          －       2,371       2,400 

当期総利益   ※11          10       1,414      0          23 

資本金       ※５       1,372       1,372       1,372       1,372 

純資産額     ※６      27,065      28,443      25,561      23,167 

総資産額     858,375     843,179     819,463     804,211 

自己資本比率 ※７      3.15％      3.37％      3.12％      2.88％ 

業務活動による 
キャッシュ・フロー 

     25,562      22,316      18,940      11,424 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 △   2,991  △   4,990      2,161  △   1,800 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 △  26,157  △  16,029  △  20,665  △  12,736 

現金及び現金同等 
物の期末残高 

      2,997       4,295       4,732       1,619 

役職員数     ※８   16（2）人  18 （2）人   20（2）人   18（2）人 
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 (1)一般勘定                 （単位：百万円） 

区   分 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 

経常費用        261        253        276        276 

経常収益        262        619        276        299 

経常利益     ※１          1        367          0         23 

臨時損失         13         －         －          0 

臨時利益         2         1        －        － 

当期純利益   ※２  △     11        368         0        23 

前中期目標期間 
繰越積立金取崩額              

※９ 
        21         －         －         － 

当期総利益   ※11         10        368         0        23 

資本金       ※５      1,372      1,372      1,372      1,372 

純資産額     ※６      1,159      1,491        980        986 

総資産額      1,550      1,526      1,050      1,137 

業務活動による 
キャッシュ・フロー 

        73         16   △   459         54 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

       934          0   △    2         － 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 △  1,078         －         －         － 

現金及び現金同等物
の期末残高 

       504        521         60        113 

（注）旧センター法第14条の規定による区分経理により、旧センターの運営に必要な経費を一括して

経理していました。 
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 (2)施設整備勘定             （単位：百万円） 

区   分 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 

経常費用     24,699     24,956     18,788     16,785 

経常収益     22,411     26,002     16,417     14,385 

経常利益     ※１  △  2,288      1,046  △  2,371      2,400 

臨時損失        －        －        －        － 

臨時利益        －        －        －        － 

当期純利益   ※２  △  2,288      1,046  △  2,371  △  2,400 

旧センター法第15条
積立金取崩額 ※10 

     2,288         －      2,371      2,400 

当期総利益   ※11        －       1,046           －          －  

資本金       ※５        －          －          －          －   

純資産額     ※６     25,906      26,952      24,581      22,182  

総資産額    856,825     841,654     818,414     803,074  

業務活動による 
キャッシュ・フロー 

    25,490      22,300      19,400     11,370  

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 △  3,925  △  4,990      2,163  △  1,800 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 △ 25,078  △ 16,029  △ 20,665  △ 12,736 

現金及び現金同等物
の期末残高 

     2,493      3,775      4,672      1,506 

（注）旧センター法第13条の業務のうち、施設費貸付事業及び施設費交付事業に係る経理、同法第 

16条に規定する施設費貸付事業に必要な費用に充てるための長期借入金の経理、同法附則第 

11条に規定する承継債務償還業務の経理及び承継された財産の処分に係る経理を施設整備勘

定としていました。 
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【旧大学評価・学位授与機構】 

参考として、旧大学評価・学位授与機構（以下「旧機構」という。）の平成24年度から平成27年度

（平成24年４月１日から平成28年３月31日までの期間）における主要な経営指標等を記載していま

す。 

             （単位：百万円） 
区   分 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 

経常費用 1,533 1,649 1,827 1,934 

経常収益 1,533 1,766 1,910 1,994 

経常利益     ※１ － 117 84 61 

臨時損失 － － 10 0 

臨時利益 － － 10 0 

当期純利益   ※２ － 117 84 61 

当期総利益 － 117 84 61 

資本金       ※５ 7,471 7,471 7,471 7,471 

純資産額     ※６ 6,045 6,028 5,863 5,680 

総資産額 6,913 7,000 6,561 6,691 

自己資本比率 ※７ 87.44％ 86.11％ 89.36％ 84.89％ 

業務活動による 
キャッシュ・フロー 

58 62 38 371 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

△ 25 △ 121 △ 250 △ 23 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

△ 17 △ 17 △ 12 △ 13 

現金及び現金同等 
物の期末残高 

629 552 328 664 

役職員数  ※８  120（2）人  133（2）人  135（2）人 142（2）人 
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 〔指標等の説明〕 

 ※１：経常利益＝経常収益－経常費用 

  ※２：当期純利益＝経常利益－臨時損失＋臨時利益 

※３：機構法第18条積立金取崩額 

     ＝機構法第18条第４項に基づく積立金取崩額 

 ※４：当期総利益＝当期純利益＋機構法第18条積立金取崩額 

 ※５：資本金＝政府出資金 

※６：純資産額＝自己資本＝政府出資金＋資本剰余金＋利益剰余金 

※７：自己資本比率＝純資産／総資産×100 

※８：役職員数＝年度末時点の役職員数（教員を含む）。括弧内は非常勤役員数で外数。 

※９：前中期目標期間繰越積立金取崩額 

     ＝機構法第18条第１項に基づく積立金取崩額  

※10：旧センター法第15条積立金取崩額 

     ＝旧センター法第15条第４項に基づく積立金取崩額 

 ※11：当期総利益＝当期純利益＋前中期目標期間繰越積立金取崩額 

                              ＋旧センター法第15条積立金取崩額 

 ＊旧センター法第15条積立金は、現在の機構法第18条積立金です。 

 

 

2. 沿革 
【大学改革支援・学位授与機構】 

 

平成28年４月 ○大学評価・学位授与機構及び国立大学財務・経営センターを統合し、大 
学改革支援・学位授与機構となる 

 

 
令和元年６月         ○大学連携・支援部を設置 

 

 
令和元年９月         ○ユネスコの「高等教育の資格の承認に関するアジア太平洋地域規約（通

称：東京規約）」に基づく日本公式の国内情報センター（National 
Information Center: NIC）として、高等教育資格承認情報センター
（NIC-Japan）を設置 

 
 
【旧国立大学財務・経営センター】 

 
平成４年４月 ○文部省に、国立学校財務センターの業務等に関する連絡協議等を行うた 

め、関係局（部）課による連絡協議会が発足 
 ○文部大臣裁定により、国立学校財務センターの創設準備組織要領が制定 

され、放送教育開発センターに国立学校財務センター創設準備に関する
事務を処理するため、創設準備室を設けることが決定 

○創設準備室を文部省内に設置 
 

 
平成４年５月 ○「国立学校財務センター」の設置を内容とする「国立学校設置法及び 

国立学校特別会計法の一部を改正する法律」（平成４年法律第37号）が
公布 

 

 
平成４年７月 ○国立学校財務センター設立 
 

 
平成15年７月 ○｢独立行政法人国立大学財務・経営センター法｣（平成15年法律第115 
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号）が公布 
 

 
平成16年４月 ○独立行政法人国立大学財務・経営センター設立 
 

 
平成27年５月 ○「独立行政法人大学評価・学位授与機構」との統合及び「独立行政法 

人大学改革支援・学位授与機構」の設置を内容とする「独立行政法人
大学評価・学位授与機構法の一部を改正する法律」（平成27年法律第27
号）が公布 

 
 
【旧大学評価・学位授与機構】 
 
平成２年６月 ○総合研究大学院大学に学位授与機関創設調査室及び学位授与機関創設 
  調査委員会を設置 
 

 
平成３年４月 ○「学位授与機構」の設置を内容とする「国立学校設置法及び学校教育 

法の一部を改正する法律」（平成３年法律第23号）が公布  
 

 
平成３年７月 ○学位授与機構設置 
 

 
平成11年４月 ○学位授与機構に大学評価機関（仮称）創設準備室及び大学評価機関（仮 

称）創設準備委員会を設置 
 

 
平成12年３月 ○学位授与機構から大学評価・学位授与機構への改組を内容とする「国立 

学校設置法の一部を改正する法律」（平成12年法律第10号）が公布 
 

 
平成12年４月 ○学位授与機構から大学評価・学位授与機構に改組 
 

 
平成15年７月 ○｢独立行政法人大学評価・学位授与機構法｣（平成15年法律第114号）が 

公布 
 

 
平成16年４月 ○独立行政法人大学評価・学位授与機構設立 
 

 
平成17年１月 ○大学、短期大学及び専門職大学院のうち法科大学院の評価を行う認証 

評価機関として、文部科学大臣より認証を受ける 
 

 
平成17年７月 ○高等専門学校の評価を行う認証評価機関として、文部科学大臣より認証 

を受ける 
 

 
平成27年５月 ○「独立行政法人国立大学財務・経営センター」との統合及び「独立行政 

法人大学改革支援・学位授与機構」の設置を内容とする「独立行政法人 
大学評価・学位授与機構法の一部を改正する法律」（平成27年法律第27
号）が公布 
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3. 事業の内容 
 
(1) 設立の背景 

 
当機構は、平成25年12月24日に閣議決定された「独立行政法人改革等に関する基本的な方針」

に基づき、独立行政法人大学評価・学位授与機構法の一部を改正する法律（平成27年法律第27号）

の公布・施行により、平成28年４月１日付けで独立行政法人国立大学財務・経営センターと独立

行政法人大学評価・学位授与機構が統合し、独立行政法人通則法（平成11年法律第103号、以下「通

則法」という。）及び機構法の定めるところにより設立された法人です。 

 
(2) 設置の趣旨・目的 

 
当機構は、大学等（大学、短期大学、高等専門学校並びに大学共同利用機関をいう。以下同じ。）

の教育研究活動の状況についての評価等を行うことにより、その教育研究水準の向上を図るとと

もに、国立大学法人等（国立大学法人、大学共同利用機関法人並びに独立行政法人国立高等専門

学校機構をいう。以下同じ。）の施設の整備等に必要な資金の貸付け及び交付を行うことにより、

その教育研究環境の整備充実を図り、あわせて大学以外で行われる高等教育段階での様々な学習

の成果を評価して学位の授与を行うことにより、多様な学習の成果が適切に評価される社会の実

現を図り、もって我が国の高等教育の発展に資することを目的として、次の業務を行います。 
 

① 大学等の教育研究水準の向上に資するため、大学等の教育研究活動等の状況について評価を

行い、その結果について、当該大学等及びその設置者に提供し、並びに公表すること。 
② 国立大学法人及び大学共同利用機関法人に対し、文部科学大臣の定めるところにより、土地

の取得、施設の設置若しくは整備又は設備の設置に必要な資金の貸付け（以下「施設費貸付

事業」という。）を行うこと。 
③ 国立大学法人等に対し、文部科学大臣の定めるところにより、土地の取得、施設の設置若し

くは整備又は設備の設置に必要な資金の交付（以下「施設費交付事業」という。）を行うこ

と。 
④ 学校教育法に定めるところにより、学位（学士、修士、博士）を授与すること。 
⑤ 大学等の教育研究活動等の状況についての評価に関する調査研究及び学位の授与を行うため

に必要な学習の成果の評価に関する調査研究を行うこと。 
⑥ 国立大学法人等の運営基盤の強化の促進を図るために必要な情報の収集及び分析並びにその

結果の提供を行うこと。 
⑦ 大学等の教育研究活動等の状況についての評価に関する情報の収集、整理及び提供を行うこ

と。 
⑧ 内外の高等教育機関の入学資格及び学位その他これに準ずるものに関する情報の収集、整理

及び提供を行うこと。 
⑨ 大学における各種の学習の機会に関する情報の収集、整理及び提供を行うこと。 
⑩ 文部科学省の国立大学法人評価委員会からの要請に基づき、国立大学及び大学共同利用機関

の教育研究活動に関する評価を行い、その結果について、国立大学法人評価委員会及び当該

評価の対象となった国立大学又は大学共同利用機関に提供し、並びに公表すること。 
⑪ 国立大学法人から納付される金銭を徴収し、承継債務の償還及び当該承継債務に係る利子の

支払（以下「承継債務償還」という。）を行うこと。 
⑫ 承継債務償還及び施設費交付事業に充てるため、旧センターが承継した財産のうち機構が承

継するものの管理及び処分を行うこと。 
※⑪及び⑫は「当分の間」行う業務 
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(3) 国との関係について 
 
【当機構固有の国との主な関係】 
 

① 主務大臣 
当機構の主務大臣は、文部科学大臣とされています。（機構法第24条） 

 
② 国の施設整備計画に従った国立大学等の施設整備の推進 

国立大学等の施設は、創造性豊かな人材養成、独創的・先端的な学術研究の推進など国立大

学法人等の使命を果たすための基盤となっています。 

当機構においては、旧国立学校特別会計の業務を引き継ぐものとして、国立大学等の施設の

整備に必要な資金の貸付け及び交付を行う施設費貸付事業及び施設費交付事業を行っています

が、国立大学等の施設整備の重要性に鑑み、これら２つの事業は、国の施設整備計画に従い事

業を推進するため、文部科学大臣の定めるところにより、事業を行うこととされています。（機

構法第16条第１項第２号及び第３号） 
 

③ 旧国立学校特別会計の財産及び負債の承継 

当機構は、上記②のとおり、国立大学等の施設の整備に必要な資金の交付を行う施設費交付

事業を行っていますが、この施設費交付事業の財源に充てるため、当機構の前身の１つである

旧センターは、独立行政法人化（以下独立行政法人化、国立大学法人化及び大学共同利用機関

法人化をそれぞれ「法人化」という。）に際して旧国立学校特別会計が有していた特定学校財産

（※）、積立金、決算剰余金等を承継しています。 

また、旧センターは、旧国立学校特別会計の財政投融資資金からの負債1,004,737百万円を一

括して承継しています。この負債は、従来の各国立大学の病院整備等のためのものであること

から、当機構が直接債務を負担する3,750百万円を除き、国立大学法人法（平成15年法律第112

号）附則第12条第１項により、文部科学大臣が定めた43の国立大学法人が当機構に対し文部科

学大臣が定めた額を負担することとされており、当機構がこれを取りまとめて財政融資資金に

対し償還を行っています。（機構法附則第13条第１項） 

 

※特定学校財産・・・廃止前の国立学校設置法に規定されていたもので、国立学校財産のうち、 

移転、施設の高層化等により不用となったもので処分収入額が100億円 

を超える財産のうち、文部科学大臣が財務大臣と協議して指定した財産 

 
④ 長期借入金及び債券 

当機構は、文部科学大臣の認可を受けて、長期借入金をし、又は独立行政法人大学改革支援・

学位授与機構債券（以下「債券」という。）を発行することができるとされています。（機構法

第19条第１項） 

また、当機構は、毎事業年度、長期借入金及び債券の償還計画を立てて、文部科学大臣の認

可を受けなければならないとされています。（機構法第21条） 

 
⑤ 追加出資及び政府保証 

政府は、必要があると認めるときは、予算で定める金額の範囲内において当機構に追加して

出資することができるとされています。（機構法第５条第２項） 

また、政府は、当機構の長期借入金又は債券に係る債務について、国会の議決を経た金額の

範囲内で保証することができるとされています。（機構法第20条） 

 

⑥ 会計検査院の検査 

当機構に対しては、会計の検査を目的とした会計検査院による検査が行われています。当該

検査の観点は以下のとおりです。（会計検査院法（昭和22年法律第73号）第20条、第22条第５号） 

・決算が予算執行の状況を正確に表示しているか。（正確性）  
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・会計経理が予算や法令等に従って適正に処理されているか。（合規性） 
・事務・事業が経済的、効率的に行われているか。（経済性、効率性） 
・事業全体が所期の目的を達成し効果を上げているか。（有効性） 
 

【独立行政法人固有の国との主な関係】 
 

① 役員の任命・解任 

当機構の機構長及び監事は、文部科学大臣が任命します。また、文部科学大臣は、機構長及

び監事を解任することができるとされています。 

なお、当機構のその他の役員は機構長が任命、解任しますが、その時は遅滞なく文部科学大

臣に届け出るとともに、これを公表しなければならないとされています。（通則法第20条及び第

23条） 

 
② 業務方法書 

当機構は、業務開始の際、業務方法書を作成し、文部科学大臣の認可を受けなければならな

いとされています。なお、これを変更するときも同様とされています。（通則法第28条第１項） 

 

③ 独立行政法人評価制度委員会 

文部科学大臣による当機構の中期目標期間終了時に見込まれる業務実績に関する評価結果の

通知を受け、必要があると認められる場合、同大臣に意見又は勧告をすることができる独立行

政法人評価制度委員会（以下「委員会」という。）が総務省に置かれています。（通則法第12条、

第12条の２） 

 

④ 中期目標 

文部科学大臣は、３年以上５年以下の期間（当機構においては、平成31年４月から令和６年

３月までの５年間を第４期の中期目標の期間としている。）において当機構が達成すべき業務運

営に関する目標（以下「中期目標」という。）を定め、これを当機構に指示するとともに、公表

しなければならないとされています。これを変更したときも、同様とされています。また、文

部科学大臣は、中期目標を定め、又はこれを変更しようとするときは、あらかじめ、委員会の

意見を聴かなければならないとされています。（通則法第29条第１項、第３項） 

 

⑤ 中期計画 

当機構は、通則法第29条第１項の指示を受けたときは、中期目標に基づき、文部科学省令で

定めるところにより、当該中期目標を達成するための計画（以下「中期計画」という。）を作成

し、文部科学大臣の認可を受けなければならないとされています。これを変更しようとすると

きも、同様とされています。また、当該認可を受けたときは、遅滞なく、その中期計画を公表

しなければならないとされています。（通則法第30条第１項、第４項） 

 

⑥ 年度計画 

当機構は、毎事業年度の開始前に、中期計画に基づき、文部科学省令で定めるところにより、

当該事業年度の業務運営に関する計画（以下「年度計画」という。）を定め、これを文部科学大

臣に届け出るとともに、公表しなければならないとされています。これを変更しようとすると

きも、同様とされています。（通則法第31条第１項） 

 

⑦ 各事業年度に係る業務の実績に関する評価 

当機構は、毎事業年度の終了後、各事業年度における業務の実績について、文部科学大臣の

評価を受けなければならないとされています。 

なお、文部科学大臣は、当該評価の結果に基づき必要があると認めるときは、当機構に対し、

業務運営の改善その他の必要な措置を講ずることを命ずることができるとされています。（通則

法第32条第１項、第６項） 
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⑧ 中期目標期間に係る事業報告書及び業務の実績に関する評価 

当機構は、中期目標の期間における業務の実績について、文部科学大臣の評価を受けなけれ

ばならないとされています。 

当機構は、文部科学大臣の評価を受けようとするときは、文部科学省令で定めるところによ

り、中期目標の期間の終了後三月以内に、当該中期目標期間に係る業務の実績及び当該事項に

ついて自ら評価を行った結果を明らかにした報告書を文部科学大臣に提出するとともに、公表

しなければならないとされています。 

文部科学大臣は、中期目標期間終了時に見込まれる業務実績に関する評価を行ったときは、

遅滞なく、当機構及び委員会に対して、当該評価の結果を通知しなければならないとされてお

り、委員会は、必要があると認めるときは、文部科学大臣に対し、意見を述べなければならな

いとされています。（通則法第32条第１項乃至第５項） 

 

⑨ 中期目標の期間の終了時の検討 

文部科学大臣は、中期目標期間終了時に見込まれる業務実績に関する評価を行ったときは、

中期目標期間の終了時までに、当機構の業務の継続又は組織の存続の必要性その他その業務及

び組織の全般にわたる検討を行い、その結果に基づき、業務の廃止若しくは移管又は組織の廃

止その他の所要の措置を講ずるものとされています。また、文部科学大臣は、検討の結果及び

講ずる措置の内容を委員会に通知するとともに、公表しなければならないとされています。 

なお、委員会は、通知された事項について、必要があると認めるときは、文部科学大臣に意

見を述べなければならない、また、当機構の主要な事務及び事業の改廃に関し、文部科学大臣

に勧告をすることができるとされています。（通則法第35条第１項乃至第４項） 

 

⑩ 財務諸表等 

当機構は、毎事業年度、財務諸表を作成し、当該事業年度の終了後三月以内に文部科学大臣

に提出し、その承認を受けなければならないとされています。（通則法第38条第１項） 

 

⑪ 会計監査人の監査 

当機構は、財務諸表、事業報告書（会計に関する部分に限る。）及び決算報告書について、監

事の監査のほか、会計監査人の監査を受けなければならないとされています。（通則法第39条） 

なお、会計監査人は文部科学大臣が選任するとされています。（通則法第40条） 

 

⑫ 財源措置 

政府は、予算の範囲内において、独立行政法人に対し、その業務の財源に充てるために必要

な金額の全部又は一部に相当する金額を交付することができるとされており、当機構の一般勘

定に対し、その運営に必要な経費は、運営費交付金として交付されています。（通則法第46条第

１項） 
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(4) 組織図 
（令和３年１月現在） 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 ※債券発行業務は、国立大学施設支援課が担当しています。 
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(5) 事業の概要

【一般勘定】

当機構は、機構法第17条及び附則第13条第４項により、一般勘定と施設整備勘定に勘定を区分

していますが、一般勘定においては、運営費交付金及び大学等認証評価手数料及び学位授与審査

手数料及び自己収入を財源として、以下のような業務を行っています。 

① 評価事業

i) 認証評価

国・公・私立大学及び高等専門学校は、その教育研究水準の向上に資するため、教育研究、

組織運営及び施設整備の総合的な状況に関し、７年以内ごとに文部科学大臣が認証する評価機

関（認証評価機関）の実施する評価を受けることが義務付けられています。また、専門職大学

院（法科大学院等）を置く大学は、当該専門職大学院の設置の目的に照らし、教育課程、教員

組織その他教育研究活動の状況に関し、５年以内ごとに認証評価機関の実施する評価を受ける

ことが義務付けられています（学校教育法第109条及び同法第123条並びに学校教育法施行令第

40条）。当該制度の下、当機構は認証評価機関として事業を実施しています。 

なお、機関別認証評価事業については、平成25年度から国費を投入せず手数料収入により事

業を実施しています。 

ii) 国立大学教育研究評価

文部科学省に設置された国立大学法人評価委員会からの要請を受け、国立大学法人及び大学

共同利用機関法人の中期目標期間における業務の実績のうち、教育研究の状況についての評価

を実施しています。なお、国立大学法人評価委員会が、中期目標期間における業務の実績の全

体について総合的な評定を行うに当たっては、この評価結果を尊重することとされています。

② 学位授与事業

短期大学及び高等専門学校の卒業者など、高等教育機関において一定の学習を修め、その「ま

とまりのある学修」の成果をもとに、さらに大学の科目等履修生制度などを利用して所定の単位

を修得し、かつ当機構が行う審査の結果、大学卒業者と同等以上の学力を有すると認められた者

に対し、学士の学位を授与しています。また、大学以外の教育施設に置かれた課程（各省庁大学

校）のうち、大学の学士課程、大学院の修士課程及び博士課程に相当する水準の教育を行ってい

ると当機構が認定した課程の修了者に、学位取得の途を開いています。

大学機関別認証評価委員会 

高等専門学校機関別認証評価委員会 

法科大学院認証評価委員会 

国立大学教育研究評価委員会 

評価事業に関する諸会議 

学位授与事業に関する諸会議 

学位審査会 

大学質保証連携に関する諸会議 

大学ポートレート運営会議 

施設費貸付・交付事業に関する諸会議 

国立大学施設支援審議委員会 
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③ 質保証連携事業

i) 情報収集・整理・提供

大学等の評価に関する情報や教育研究活動等に関する情報を体系的に収集し、大学関係者等

のニーズに応じた情報提供を行っています。

また、生涯学習社会において学習機会を適切に選択できるように、大学等における各種の高

等教育レベルの学習の機会に関する情報を収集し、冊子及びインターネットを通じて利用しや

すい形で学習者や高等教育機関及び研究者に対して提供しています。

ii) 国立大学法人の運営基盤強化促進支援

国立大学法人の運営基盤の強化促進を支援するため、大学等と協働し必要な情報の収集・整

理・分析を行っています。

iii) 国際連携

国際的な動向を踏まえた高等教育の質保証活動に資するため、諸外国の質保証に係る制度情

報や動向についての収集・整理・提供を行うとともに、我が国の高等教育への国際的な信頼性

の維持と向上のため、国際的な質保証活動に参画し、関係機関と協力して活動を展開していま

す。また、アジア太平洋地域において、締約国間が相互に高等教育資格を承認・評定する枠組

みを整えることにより、国際的な学生及び研究者の流動性の促進を目的としているユネスコの

「高等教育の資格の承認に関するアジア太平洋地域規約（通称：東京規約）」に基づき、令和元

年９月１日に、国内情報センターとして「高等教育資格承認情報センター（NIC-Japan）」を開

設し、高等教育資格の円滑な承認に資するため、日本や諸外国の教育制度に関する情報を専用

ウェブサイト等により提供しています。

④ 調査研究事業

我が国の高等教育における教育研究活動等の改革を支援するため、大学等におけるマネジメン

トの改善・向上、質の保証及び維持・向上のための評価、質保証に係る国内外の連携及び情報の

分析方法と利用環境に関する調査研究を行うとともに、機構の実施する評価事業を実証的に検証

しています（大学改革支援研究）。

また、我が国の学位の質及び国際通用性の確保と、多様な学習機会に対する社会の要請に応え

るため、学位授与の要件となる学習の成果の評価と学位等高等教育資格の承認に関する調査研究

を行うとともに、機構の実施する学位授与事業を実証的に検証しています（学位研究）。

これら調査研究の成果については、事業の改善等に活用するとともに、当機構のウェブサイト

等を通じて積極的に社会に提供・公表しています。

【施設整備勘定】

当機構は、施設整備勘定においては、以下のような業務を行っています。

① 施設費貸付事業

i) 概 要

従来、旧国立学校特別会計においては、国立大学等の施設の整備の促進を図るため、附属病

院の施設整備事業、移転のための施設整備事業等については、長期借入金を整備財源とするこ

とができるとされており、当該長期借入金は国の財政事情が厳しい中、計画的に国立大学等の

施設整備の促進を図っていく上で貴重な財源となっていました。 

国立大学等の法人化後は、国立大学等の施設整備は、基本的には国からの施設整備費補助金

で措置されるものです。しかしながら、施設の老朽・狭隘化の改善が最重要の課題とされる中、

国立大学等の施設整備を引き続き着実に実施するためには、長期借入金を活用することが不可
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欠であります。このため、国立大学法人及び大学共同利用機関法人には、長期借入金の制度が

整備されています。 

当機構は、このような長期借入金制度に対応するため、国立大学法人及び大学共同利用機関

法人を対象として、附属病院整備及びキャンパス移転整備について、土地の取得、施設の設置

若しくは整備又は設備の設置に必要な資金を貸し付ける施設費貸付事業を行うこととされてい

ます（キャンパス移転整備については、平成16年度以降、実績はありません）。 

なお、当機構の施設費貸付事業は、国立大学法人及び大学共同利用機関法人の施設整備の重

要性に鑑み、国の施設整備計画に従い事業を推進するため、機構法第16条第１項第２号により、

文部科学大臣の定めるところにより、行うこととされています。

【令和２年度の貸付条件】 

区  分 貸付期間 据置期間 償還期間 貸付金利 

施設の設置又は整備に必要

な資金（施設整備費） 

30年 ５年 25年 財政融資資金借入金利と

同率 15年 １年 14年 

設備の設置に必要な資金 

（病院特別医療機械整備

費） 

10年 無し 10年 財政融資資金借入金利 

＋上乗せ金利 

（上乗せ金利は、48頁参

照） 
５年 無し ５年 

※既に進行している施設整備費に係る国庫債務負担行為事業に限り、平成30年度までの条件

（貸付期間25年・据置期間５年・10年金利見直し）を適用。

ii) 財 源

財源は当機構が財政融資資金から借り入れた長期借入金及び債券の発行により市場から調達

した資金です。

iii) 担 保

施設費貸付事業に係る資金の貸付けに当たっては、償還確実性を確保する観点から、貸付け

の対象となる施設又はその敷地を担保に徴するとともに、第一順位の抵当権を設定登記するこ

ととしています。
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（参考） 
○ 施設費貸付事業の仕組み 
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② 承継債務償還 

 
i)  概 要 

当機構の前身の１つである旧センターは、平成16年４月１日の法人化の際、旧国立学校特別

会計が財政融資資金に対し負っていた債務1,004,737百万円を一括して承継しました。従来は、

このうち附属病院整備に係るものの償還財源は、関係国立大学の附属病院収入でしたが、借入

自体は旧国立学校特別会計が行っており、関係国立大学が直接債務を負っていたものではあり

ませんでした。国立大学等の法人化に当たっては、これらの経緯を踏まえ、当該長期借入金債

務を旧センターが一括して承継するとともに、附属病院を有する国立大学が附属病院整備に係

る債務の相当額を旧センターに対し負担することとされました。 

このため、附属病院整備に係る1,000,987百万円については、国立大学法人法附則第12条第１

項により、文部科学大臣が定めた43の国立大学法人が当機構に対し文部科学大臣が定めた額を

負担することとされており、当機構がこれを取りまとめて財政融資資金に対し償還を行ってい

ます。 

 
ii)  国立大学法人による保証 

当機構の承継した債務の償還確実性を確保するため、国立大学法人法附則第12条第３項によ

り、文部科学大臣が定めた額を負担することとなった国立大学法人は、当機構の承継した債務

を保証しています。 
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（参考） 
○ 承継債務償還の仕組み 
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③ 施設費交付事業 

 
i)  概 要 

国立大学等の施設は、学術研究や人材育成のための活動拠点であり、科学技術創造立国を目

指す我が国にとって、不可欠な基盤ですが、老朽化・狭隘化が進むなど、その改善が最重要の

課題とされています。 

当機構は、このような状況に対応するため、国立大学法人等を対象として、土地の取得、施

設の設置若しくは整備又は設備の設置に必要な資金を交付する施設費交付事業を行っています。 

なお、当機構の施設費交付事業は、国立大学等の施設整備の重要性に鑑み、国の施設整備計

画に従い事業を推進するため、機構法第16条第１項第３号により、文部科学大臣の定めるとこ

ろにより、行うこととされています。 
 

ii)  財 源 
当機構の前身の１つである旧センターは、施設費交付事業の財源に充てるため、法人化に際

して、旧国立学校特別会計が有していた特定学校財産（22頁の「※特定学校財産」をご参照く

ださい。）、積立金、決算剰余金等総額58,687百万円の財産を国から承継しています。 

また、各国立大学法人等が国から出資された土地を売却した場合は、施設費交付事業の財源

に充てるため、当該売却収入のうち文部科学大臣が定める一定割合（原則100分の50）を当該国

立大学法人等から当機構へ納付してもらう仕組みとなっています。 

 
 
④ 旧特定学校財産の管理処分 

 
当機構の前身の１つである旧センターは、施設費交付事業の財源に充てるため、旧国立学校

特別会計が有していた特定学校財産を国から承継しており、当該特定学校財産の管理処分業務

を行っています。 
当機構は、国から承継した特定学校財産を処分するとともに、得られた収入は、当機構が実

施する施設費交付事業の財源に充てることとしています。 
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（参考） 
○ 施設費交付事業の仕組み 
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4. 関係会社の状況 
該当事項はありません。 
 
 

 
5. 役職員の状況 
 

【令和２年４月現在】 

役 員 3（2）人     

職 員 187     人     

計 190（2）人     

    ※括弧内は、非常勤役員数で外数です。 
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第２ 事業の状況 
1. 業績等の概要 

以下は、当機構の令和元年度（平成31年４月１日～令和２年３月31日）における、一般勘定及び

施設整備勘定の業務の実績について記載しています。 

 

【一般勘定】 
 

(1) 評価事業の実績 

認証評価については、令和元年度は、機関別では16大学、13高等専門学校、分野別では１法科大

学院を対象に書面調査及び訪問調査を実施し、評価結果を確定後、当機構ウェブサイトに公表しま

した。 

なお、機関別認証評価事業については、独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針（平成22

年12月７日閣議決定）も踏まえ、評価制度全体の改善に資するための先導的な取組に関する部分を

除き、平成25年度から国費を投入せず手数料収入により事業を実施しています。 

 

また、当機構では、認証評価とは別に、大学及び高等専門学校の個別の機能に着目した評価（大

学機関別選択評価・選択的評価事項に係る評価）を実施しています。令和元年度は、１大学につい

て選択評価事項Ｃ「教育の国際化の状況」に係る評価を、11高等専門学校について選択的評価事項

Ａ「研究活動の状況」及び選択評価事項Ｂ「地域貢献活動の状況」に係る評価を実施しました。 

 

国立大学教育研究評価については、全国86国立大学法人及び４大学共同利用機関法人の第３期中

期目標期間における教育研究の状況の評価について、令和元年度には４年目終了時評価の実施に向

けて評価実施体制及びシステムの整備を行いました。また、「現況調査表ガイドライン」及び「Ｑ＆

Ａ」等を公表するとともに、法人及び評価者に対する説明会等を実施しました。このほか、中期目

標期間終了時評価の制度設計等についても検討を開始しました。 

 

(2) 学位授与事業の実績 

短期大学や高等専門学校卒業者等の単位積み上げ型の学習者に対する学位の授与については、４

月期及び10月期の年２回に分けて実施しています。申請をいただいた専攻の区分ごとに、修得単位

が当機構の定める基準を満たしているか、また、提出があった学修成果（レポート・作品等）に基

づいて小論文試験又は面接試験を実施し、当該専攻に係る学士の学力の水準を有していると認めら

れるかについてそれぞれ審査を行い、令和元年度は合格と判定された810人（４月期260人、10月期

550人）に学位を授与しました。また、機構があらかじめ審査し認定した短期大学及び高等専門学校

の専攻科のうち、単位積み上げ型の特例が適用された専攻科の修了者に対しては、学修成果と試験

に代えて専攻科での学修の成果に基づく審査を行い、令和元年度は合格と判定された1,695人（４月

期13人、10月期1,682人）に学位を授与しました。 

加えて、各省庁大学校の修了者については、単位修得及び課程修了に係る証明に基づいて審査を

行い、合格と判定された1,064人に対して学士の学位を授与し、修士及び博士については、単位修得

及び課程修了に係る証明に基づく審査に加えて、論文の審査と面接による口頭試問を実施し、合格

と判定された修士91人及び博士23人に対して学位を授与しました。 

 
(3) 質保証連携事業の実績 

国内の大学等の高等教育質保証に関する情報に関しては、大学等における評価活動や教育研究活

動等の改善に資するため、国公立大学・公立短期大学から提供された大学基本情報について、機構

ウェブサイトを通じ、令和元年度までの直近８年間の情報を提供しています。 

 

海外の高等教育質保証に関する最新情報の収集・整理・提供に関しては、国際会議参加等の幅広

い手段で情報収集を行い、記事や刊行物にまとめ、国際連携ウェブサイト等で発信しています。ま

た、 
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令和元年度は、「高等教育・質保証システムの概要」のスリランカ及びネパールの初版、英国の第

３版を刊行しました。 

日本の高等教育質保証に関する情報発信に関しては、機構の事業ニュースの英文ウェブサイトへ

の掲載、海外機関誌等への寄稿、「日本の高等教育・質保証システムの概要」の第３版の刊行等、様々

な形で発信しました。 

「大学質保証フォーラム」については、「変革期における大学質保証」をテーマとして開催し、約

250名が参加する中、米国、インド及び日本の有識者より、近年において大きく変貌しつつある高等

教育と質保証の状況やそれに対応する取組みを顧みながら、日本の現状をふまえた未来像について

講演や意見交換を行いました。参加者へのアンケート調査では７割以上の回答者から「とても良か

った」「良かった」の評価を得たほか、他国の大学質保証制度を理解することができたことやパネリ

ストから多様な意見を聞けて有意義であったといった感想が多数寄せられるなど、高い満足度を示

す結果が得られました。 

以上の取組については、広報チラシやメールマガジン等により国内の大学等関係者に積極的に周

知活動を行っています。 

当該メールマガジン「海外高等教育質保証動向ニュース」の登録者数は毎年着実に増加し、令和

元年度末現在1,417人となっています。 

ユネスコの「高等教育の資格の承認に関するアジア太平洋地域規約（通称：東京規約）」に基づき、

令和元年９月１日に「高等教育資格承認情報センター（NIC-Japan）」を当機構内に開設し、オープ

ニング・セレモニーを９月２日に開催しました。また、同センターのウェブサイトを公開し、日本

の教育制度・資格の概要、日本の高等教育機関一覧（約4,000校）の検索、外国の教育制度・資格に

関するリンク集など、各種の情報提供を行っています。 

 

当機構では、国公私立の大学等の教育情報を公表・活用する共通的な仕組みとして構築した大学

ポートレートを日本私立学校振興・共済事業団と連携して運用しています。大学ポートレートでは、

大学等が社会に対して説明責任を果たすとともに、進学希望者の適切な進路選択支援をするために

大学等の教育情報を統一の様式で広く社会一般に公表しています。令和２年３月末日の参加大学数

の割合は、国公私立全体で95.7％となっています。平成31年４月１日から令和２年３月末日までの

アクセス件数は、1,011,391件でした。日本私立学校振興・共済事業団の運用ページを含めた国公私

立全体でのアクセス件数は5,181,594件です。 

令和元年度は公表項目に学部・研究科ごとの学問分野及び取得できる資格に関する公表項目及び

絞り込み検索機能を追加しました。また、日本への留学生数の多い中国から大学ポートレート（国

際発信版）を利用しやすくすることを目的に、中国語ページを令和２年度に公開するためのシステ

ム開発を令和元年度内に行いました。 

大学機関別認証評価を受審する参加機関を対象に、大学ポートレートシステムに整備された認証

評価共通基礎データ様式（受審校が認証評価機関に提出する様式）の出力機能の提供を令和元年度

より開始しています。 

ＢＩ（ビジネス・インテリジェンス）ツールを利用して大学、学部、学科名称、所在地、学部系

統等でのベンチマーキングや経年変化の比較等ができる「大学情報活用サイト」の構築を進め、専

門家及び実務担当者からの意見聴取並びに大学団体との協議を経て、令和元年11月27日に大学基本

情報を用いた分析環境を参加機関に提供し、公立大学に対しては併せて公立大学実態調査の情報を

用いた分析環境についても試行的に提供しました。ＩＲ（インスティテューショナル・リサーチ）

等に関する各会合に積極的に出席し、これらの取組の現状報告や課題の情報共有を行っています。 

 

質保証に関わる人材の能力向上のための活動としては、大学の評価関係者等を対象とした研修等

の実施のほか、「大学質保証ポータル」において、大学等における教育研究の質保証に関する情報や、

実施された研修等についての情報を広く提供しています。 

 

国内の質保証機関等との連携・協力に関しては、認証評価機関14機関により組織される認証評価

機関連絡協議会に参画し、他の認証評価機関と連携・協力して我が国の高等教育の質の保証と認証

評価の充実に向けた関係者の意識の醸成を図るとともに、評価結果や大学等の優れた取組等の積極
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的な発信、職員育成のための研修の実施等の取組を行っています。 

また、現在当機構では、海外15の質保証機関等と連携協力のための覚書を締結しています。令和

元年度においては、イタリア学術移動・同等性情報センター(CIMEA)とのスタッフ交流、タイ全国教

育水準・質評価局（ONESQA）の機構来訪対応を始めとする連携活動を行いました。 

日中韓三カ国の質保証機関との連携では、平成22年３月に発足した「日中韓質保証機関協議会」

の下、中国教育部高等教育教学評価センター（HEEC）及び韓国大学教育協議会（KCUE）との間で、

相互理解、共同の質保証の取組、人材交流の活動を展開しています。特に、日中韓政府による質の

保証を伴った大学間交流を推進するための「キャンパス・アジア」構想では、国際共同教育プログ

ラムにおける優れた取組の抽出等を行う質保証の取組「モニタリング＋（プラス）」を実施し、モニ

タリングの成果を「日中韓共同モニタリング報告書」としてまとめ、国内外の会議等で広く成果発

信を行いました。 

さらに、高等教育質保証機関の国際ネットワーク（INQAAHE）、アジア太平洋質保証ネットワーク

（APQN）、米国高等教育アクレディテーション協議会国際質グループ（CIQG)といった国際的なネッ

トワークへの参画を通じて、日本の高等教育質保証の取組に関する発表や、海外における質保証動

向に関する情報交換等を行いました。 

NIC-Japanの国際的な連携活動としては、東京規約締約国委員会会合（第２回）に出席し、諸外国

における高等教育資格の承認等に関する情報交換や海外のNIC等とのネットワークづくりを進め、東

京規約に基づき設立された、「アジア太平洋国内情報センターネットワーク（APNNIC）」の設立メン

バーにも加わり、今後さらにNIC間の連携を深めていくこととしています。 

 
(4) 調査研究事業の実績 

令和元年度は、大学等のマネジメント、大学等の質の保証・維持・向上、質保証制度、質保証情

報の利用環境、及び調査研究成果の活用に関連する５つの領域で調査研究を実施しました。 

大学等のマネジメントに関連する調査研究としては、「大学等におけるマネジメントの改善・向上

に関する調査研究」により評価と資源配分にかかわる関係諸機関の政策議論及び動向についてレビ

ューを行い、機能の強化に資する分析及び提言を行いました。また、大学改革のための専門性のあ

る支援スタッフ（高度専門支援スタッフ）に関して、認定制度と研修制度に関する調査研究を行い

素案を提示しました。 

大学等の質の保証・維持・向上に関連する調査研究としては、「大学等の質の保証及び維持・向上

のための評価に関する調査研究」において過去に実施された大学等の教育研究活動等の評価実施の

結果を分析し、効果的で効率的な評価の在り方を実証的に検証するとともに、国内外の政策状況等

の進展に伴う要請に対応した、今後の我が国の大学等の質の保証及び維持・向上のための評価シス

テムの在り方について研究を行いました。 

質保証制度に関連する調査研究としては、「質保証に係る国内外の連携に関する調査研究」により

諸外国の大学評価や質保証の制度を調査研究して、認証評価や国立大学法人評価など大学評価の今

後の在り方を検討する材料を提供し、また、将来いっそう展開が予想される国際共同教育における

質保証の在り方についても、検討材料を提供しました。これと平行して、大学の教育研究の現場で

の質保証対応能力を強化するため、大学の一般教職員を対象とする質保証関連教材を開発し、これ

を使用した研修等を実施しました。 

質保証情報の利用環境に関する調査研究としては、「質保証に係る情報の分析方法及び利用環境に

関する調査研究」により大学等の質保証に関わる様々な大学情報に係るデータベースや大学ポート

レートシステムの開発及び運用支援、また、大学及び評価機関等において情報を効果的に分析・活

用するための利用環境に関する検討を行い、高等教育の質保証や評価等に有効な情報の活用方法及

び発展性のあるデータベースの開発に係る研究開発を行いました。 

調査研究成果の活用に関する調査研究としては、「調査研究成果の活用と社会への提供」により調

査研究の成果を機構の評価事業をはじめとする事業の改善等に活用するとともに、関連学協会の学

術誌及び機構の学術誌、報告書、研修会等を通じて社会に提供・公表しました。大学評価及び学位

に関する研究をまとめた論文、研究ノートなどを掲載する査読付きの学術誌『大学評価・学位研究』

第20号と第21号の合併号を令和２年３月に刊行しました。 
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【施設整備勘定】 
 

(1) 施設費貸付事業の実績 

 
① 一般概況 

令和元年度は、施設費貸付事業に係る文部科学大臣の定めに基づき、31の国立大学法人の70事

業に対し、附属病院収入による債務の償還を前提として、当該国立大学法人の附属病院の施設

整備等に必要な資金として、44,827百万円の貸付けを行いました。 

  
② 貸付条件 
 施設費貸付事業の貸付条件は、事業区分別に以下のとおりでした。貸付条件は、貸付財源の主

要な調達先であった財政融資資金からの借入条件とほぼ一致しています。なお、設備の設置に必

要な資金の貸付金利については、財政融資資金借入金利に債券発行に係る手数料等の調達コスト

及び48頁に記載の金利リスク相当分を上乗せしています。 

 

区  分 貸付期間 据置期間 償還期間 貸付金利 

施設の設置又は整備に必要

な資金（施設整備費） 

30年 ５年 25年 財政融資資金借入金利と

同率 15年 １年 14年 

設備の設置に必要な資金 

（病院特別医療機械整備

費） 

10年 無し 10年 財政融資資金借入金利 

＋上乗せ金利 

（0.014％～0.033％） ５年 無し ５年 

※既に進行している施設整備費に係る国庫債務負担行為事業に限り、平成30年度までの条件

（貸付期間25年・据置期間５年・10年金利見直し）を適用。 

 

③ 担 保 

 施設費貸付事業に係る資金の貸付けに当っては、償還確実性を確保する観点から、貸付けの対

象となる施設又はその敷地を担保に徴するとともに、第一順位の抵当権を設定登記することとし

ています。 

 このため、令和元年度に貸付けを行った31の国立大学法人からは、附属病院に係る土地等を担

保として提供を受けています。 

 
④ 貸付実績 

令和元年度の貸付実績は、31法人70事業で44,827百万円（前年度繰越額含む）でした。 

 

⑤ 調達実績 

令和元年度の調達実績は、以下のとおりです。      

              (単位：百万円) 

区  分 

調 達 額 

財 政 融 資 資 金 
債 券 

発行額 
借 入 額 繰 越 額 計 

施 設 整 備 費 18,264 4,032 22,296 － 

病院特別医療機械整備費 17,747 812 18,560 3,971 

合 計 36,012 4,844 40,856 3,971 
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※単位未満を四捨五入しており、各欄の合計と表示合計は一致しない場合があります。 

※債券発行額は、既発行債券の償還分（2,029百万円）等を除いた額です。 

 

⑥ 貸付金の回収状況及び借入金の償還状況 

令和元年度の貸付金の回収状況及び財政融資資金等への償還状況は、以下のとおりです。 

           （単位：百万円） 

区 分 

債 務 償 還 の 状 況 債 権 回 収 の 状 況 

前 年 度 末 

債 務 残 高 
借 入 額 

前年度繰 

越借入額 

元 金 

償 還 額 

年 度 末 

債務残高 

利 子 

支 払 額 

元 金 

回収額 

年 度 末 

債 権 額 

利 子 

回 収 額 

財政融資資金 576,330 36,012 4,844 34,846 582,340 1,997 

38,923 607,234 2,123 債券 25,000 6,000 － 5,000 26,000 17 

合 計 601,330 42,012 4,844 39,846 608,341 2,014 

※単位未満を四捨五入しており、各欄の合計と表示合計は一致しない場合がある。 

※国立大学法人からの元金回収額と財政融資資金への元金償還額の差額は、債券償還財源に充当し

ています。 

※国立大学法人からの利子回収額と財政融資資金への利子支払額の差額は、債券に係る利子支払

額及び債券発行諸費用に充当しています。 

※債権回収率は100％です。 

※なお、令和２年３月末において貸倒懸念債権等は存在しません。 
 

(2) 承継債務償還 

 

① 一般概況 

当機構の前身の１つである旧センターは、平成16年４月１日に法人化する際、旧国立学校特別

会計が財政融資資金に対し負っていた債務を一括して承継しています。 

 当該債務は、国立大学法人法附則第12条第１項により、文部科学大臣が定める国立大学法人が

当機構に対し文部科学大臣が定める額を負担することとされており、当機構がこれを取りまとめ

て財政融資資金に対し償還を行っています。 

 

② 国立大学法人による保証 

 当機構の承継した債務の償還確実性を確保するため、国立大学法人法附則第12条第３項により、

文部科学大臣が定める額を負担することとなった国立大学法人は、当機構の承継した債務を保証

しています。 

39



③ 承継債務の償還状況 

令和元年度の承継債務の償還実績は以下のとおりです。 

             （単位：百万円） 

 

 

区    分 

承 継 債 務 償 還 の 状 況 債務負担金債権の回収状況 

債務承継額 
前年度末 

債務残高 

元 金 

償還額 

年 度 末 

債務残高 

利 子 

支払額 

元 金 

回 収 額 

利 子 

回 収 額 

附 属 病 院 整 備 

に 係 る 債 務 
1,000,987 131,180 28,485 102,695 1,678 28,485 1,678 

附 属 病 院 整 備 

以 外 に 係 る 債 務 
3,750 － － － － － － 

合 計 1,004,737 131,180 28,485 102,695 1,678 28,485 1,678 

※承継債務のうち「附属病院整備以外に係る債務」は、平成16年度で全ての償還が終わりました。 
※債権回収率は100％です。 

※なお、令和２年３月末において貸倒懸念債権等は存在しません。 

 

 

(3) 施設費交付事業 

 

① 一般概況 

 令和元年度は、施設費交付事業に係る文部科学大臣の定めに基づき、90の国立大学法人等の

91の事業に対し、施設整備等に必要な資金として、3,796百万円を交付しました。 

 なお、交付に当っては、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第

179号）及び施設費交付事業費交付規則（平成28年３月31日制定）等に基づき、適正に実施しま

した。 

 
② 交付財源 

ア. 旧センター設立当初に旧国立学校特別会計から承継した財産 

区  分 種 類 承継日 承継額 

旧国立学校特別会計の積立金 現 金 H16.４.１        72億円 

旧国立学校特別会計の特別施設整備資金 現 金 H16.４.１        26億円 

旧国立学校特別会計の決算剰余金 現 金 H16.７.１       229億円 

旧特定学校財産 土地等 H16.４.１       297億円 

合  計         624億円（※） 

※当該承継額は、平成16年度において通則法第44条第１項本文の規定による整理を行っ

た後、翌事業年度以降の交付事業の財源に充てるため、旧センター法第15条積立金 

（平成28年度からは機構法第18条積立金）として計上され、令和元年度末現在、187億

円となっています。 

 

イ. 国立大学法人等からの財産処分収入納付金 

国立大学法人等が国から出資された土地を処分した場合、その処分収入の一定割合（原則100

分の50）を当機構へ納付してもらう仕組みとなっています。 

令和元年度は、国立大学法人等から1,687百万円が納付されました。 
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③ 交付実績 

令和元年度の交付実績は、以下のとおりです。 

           

（単位：百万円） 

区 分 交 付 決 定 額 支 払 済 額 

営 繕 事 業 費 
 (90法人) 

 (91事業) 3,874 

  

(90法人) 

 (91事業) 3,796 

 

不 動 産 購 入 費 
 

－ 

 

－ 

施 設 整 備 費 
 

－ 

 

－ 

合 計 

 

 (90法人) 

 (91事業) 3,874 

 

 

 (90法人) 

 (91事業) 3,796 

 

 

 

(4) 旧特定学校財産の管理処分 

 

①  当機構の前身の１つである旧センターは、法人設立当初、施設費交付事業の財源に充てるた

め、旧国立学校特別会計から、以下の財産を承継しました。 

 

区   分 面 積 評価額 状   況 

大阪大学医学部等跡地 

（大阪市北区中之島） 
126㎡ ７百万円 平成17年度売却済み。 

広島大学本部地区跡地 

（広島市中区東千田町） 
68,334㎡ 99億円 

平成16年度に２万２千㎡を売却。 

平成23年度にセンターの５千㎡と広島

大学の３千㎡の土地交換を行った。 

平成25年度に広島市へ６千㎡譲与する

と共に、残りの全所有地３万８千㎡を民

間事業者へ売却済み。 

東京大学生産技術研究所 

跡地（港区六本木） 
29,975㎡ 199億円 

平成19年度から段階的に売却しており、

令和元年度現在２万７千㎡売却済み。未

売却の土地は国立新美術館用地として

貸付け中。 

 

②  上記財産の令和元年度における管理処分状況は、以下のとおりです。 

  

東京大学生産技術研究所跡地の状況 
東京大学生産技術研究所跡地については、平成19年度より独立行政法人国立美術館に措置

される予算の範囲内で段階的に売却を行っているところであり、令和元年５月には、土地全体

面積（29,974.81㎡）のうち1.88%（565.72㎡）を1,381百万円で売却した。これにより、土地
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全体面積の91.42％（27,403.98㎡）の売却が完了し、未売却の土地は8.58％（2,570.83㎡）と

なった。未売却の土地については、独立行政法人国立美術館と使用契約を締結し、土地面積に

応じた使用料を徴収した。売却完了時期は、令和６年度の見込みである。 

 
 

(5) 損益の状況 

施設整備勘定において、純利益が発生した場合は、機構法第18条第４項に規定する積立金に繰

り入れ、翌年度以降の施設費交付事業の財源とすることとされています。他方、処分用資産売却

収入や施設費交付金収益などの収益が施設費交付金の額に満たない場合は、積立金を取り崩して

施設費交付事業の財源に充当するという制度設計となっています。 

令和元年度の施設整備勘定の経常損失は、955百万円となっていますが、積立金を取り崩して施

設費交付事業の財源に充当したことにより、損益は均衡しています。 

 

（施設整備勘定）                             （単位：百万円） 

 令和元年度           

経常費用 7,810           

経常収益 6,854           

経常損失（△）    △ 955           

当期純損失（△）    △ 955           

大学改革支援・学位授与機構法第18条積

立金取崩額 
955           

当期総利益 0           

 

 

(6) 財産状態 

施設整備勘定の令和元年度末の総資産額は、729,804百万円となっています。このうち、施設費貸

付金が607,234百万円、承継債務負担金債権が102,695百万円です。承継債務負担金債権は、国立

大学法人法附則第12条第１項により、旧センターが、国立大学法人に対し有していた債権です。 

 

（施設整備勘定）                              （単位：百万円） 

 令和元年度 

資産の部           729,804 

 
 
 

負債の部            711,121 

純資産の部             18,684 

負債純資産合計           729,804 

 

 
2. 経営方針及び経営環境等 

 

当機構は、中期目標・中期計画により、全ての業務の確実な実施が求められています。 

（当機構の中期目標・中期計画は283頁「第６ 法人の参考情報」に掲載しています。） 

 さらに、施設費貸付事業及び施設費交付事業については、以下のような環境の下、事業を実施し

ています。 
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(1) 国立大学等の施設整備 

法人化後の国立大学等の施設整備の仕組みは、国からの施設整備費補助金を基本とし、それを

補完するものとして当機構からの施設費貸付金（附属病院等の整備を対象）及び施設費交付金が

あります。 

第５期科学技術基本計画（平成28年１月22日閣議決定）においては、｢大学及び公的研究機関の

所有する研究施設・設備は、あらゆる科学技術イノベーション活動を支える重要なインフラであ

る。このため、国は、大学及び公的研究機関の研究施設・設備について、計画的な更新や整備を

進めるとともに、更新・整備された施設・設備については各機関に共用取組の実施を促しつつ、

その運転時間や利用体制を確保するための適切な支援を行う。特に、国立大学法人等の施設につ

いては、国が策定する国立大学法人等の全体の施設整備計画に基づき、安定的・継続的な支援を

通じて、計画的・重点的な施設整備を進める。｣とされています。 

当機構においては、国の施設整備計画に従い施設費貸付事業及び施設費交付事業を行うことに

より、教育研究環境の整備充実並びに財務及び経営の改善を支援しています。 

 

(2) 国立大学附属病院再開発整備等 

国立大学の附属病院は、現在、41国立大学法人に45病院が設置されており、我が国における医

療水準の最先端に位置し、また、地域における医療体制の中核として、住民等への医療提供の中

心的役割を果たしています。 

国立大学の附属病院の施設整備は、国立大学の法人化前から、財政融資資金からの借入金を財

源として行われてきました。法人化後においては、当機構が施設費貸付事業として、従来同様、

財政融資資金から一括して資金を借り入れるとともに、債券の発行を行い、それらの資金を財源

として、各国立大学へ貸し付けることとしています。 

国立大学の附属病院は、医療機器の増大、医療制度・社会の変化に伴う患者ニーズの多様化に

より施設が狭隘となってきており、また、施設の老朽化や機能劣化により、近年の医学の進歩に

伴う医療の専門化・高度化への対応が困難な状況となってきています。 

このため、国は、将来の国立大学附属病院の在り方や教育・研究・診療の活性化状況を踏まえ、

21世紀にふさわしい高度先進医療を行うことのできる病院として再生するよう、既存施設の点検・

評価を行った上で、病院全体の再開発計画を立案し、これに基づき着実な整備を進めています。 
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（参考） 

国 立 大 学 附 属 病 院一 覧 

1 北海道大学病院 

2 旭川医科大学病院 

3 弘前大学医学部附属病院 

4 東北大学病院 

5 秋田大学医学部附属病院 

6 山形大学医学部附属病院 

7 筑波大学附属病院 

8 群馬大学医学部附属病院 

9 千葉大学医学部附属病院 

10 
東京大学医学部附属病院 
東京大学医科学研究所附属病院 

11 
東京医科歯科大学医学部附属病院 
東京医科歯科大学歯学部附属病院 

12 新潟大学医歯学総合病院 

13 山梨大学医学部附属病院 

14 信州大学医学部附属病院 

15 富山大学附属病院 

16 金沢大学附属病院 

17 福井大学医学部附属病院 

18 岐阜大学医学部附属病院 

19 浜松医科大学医学部附属病院 

20 名古屋大学医学部附属病院 

21 三重大学医学部附属病院 

22 滋賀医科大学医学部附属病院 

23 京都大学医学部附属病院 

24 
大阪大学医学部附属病院 
大阪大学歯学部附属病院 

25 神戸大学医学部附属病院 

26 鳥取大学医学部附属病院 

27 島根大学医学部附属病院 

28 岡山大学病院 

29 広島大学病院 

30 山口大学医学部附属病院 

31 徳島大学病院 

32 香川大学医学部附属病院 

33 愛媛大学医学部附属病院 

34 高知大学医学部附属病院 

35 九州大学病院 

36 佐賀大学医学部附属病院 

37 長崎大学病院 

38 熊本大学病院 

39 大分大学医学部附属病院 

40 宮崎大学医学部附属病院 

41 鹿児島大学病院 

42 琉球大学病院 
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3. 事業等のリスク 

ここでは、当機構の事業その他に関するリスクについて、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可

能性があると考えられる主な事項を記載しています。 
なお、以下のリスクには、将来に関する事項が含まれていますが、特に記載のない限り、当該事

項は、当機構が判断したものです。 
 

(1) 国の政策及び外部評価制度に伴うリスク 
当機構は、大学等の教育研究活動の状況についての評価等を行うことにより、その教育研究水

準の向上を図るとともに、国立大学法人等の施設の整備等に必要な資金の貸付け及び交付を行う

ことにより、その教育研究環境の整備充実を図り、あわせて大学以外で行われる高等教育段階で

の様々な学習の成果を評価して学位の授与を行うことにより、多様な学習の成果が適切に評価さ

れる社会の実現を図り、もって我が国の高等教育の発展に資することを目的とした機関であり、

特に国立大学法人等の施設の整備に関しては、国が定める施設整備計画に従い事業を推進してい

ます。このため、国の政策の変更が、当機構の業務、業績に影響を与える可能性があります。 
主な国の政策において、旧センター及び旧機構へ影響のあったものにつきましては、以下のと

おりです。 
 

○独立行政法人整理合理化計画について   

平成19年12月24日に閣議決定した「独立行政法人整理合理化計画（以下「整理合理化計画」

という。）」において、当機構の前身である旧機構及び旧センターは統合することとされまし

たが、平成21年12月25日に閣議決定された「独立行政法人の抜本的な見直しについて」にお

いて、「整理合理化計画」に定められた事項については、当面凍結し、独立行政法人の抜本的

な見直しの一環として再検討することとされました。 

 

○行政刷新会議における事業仕分けの結果を受けて 

行政刷新会議における検討を踏まえ、平成22年12月７日に「独立行政法人の事務・事業の

見直しの基本方針」が閣議決定されています。 

なお、当該閣議決定の（別表）「各独立行政法人について講ずべき措置」における旧機構及

び旧センターに係る記載は以下のとおりです。 
 

「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」（平成22年12月７日閣議決定） 
 
【独立行政法人大学評価・学位授与機構】 

＜事務・事業の見直し＞ 

・民間評価機関による事務の実施に向けて、関係者の意見調整を図り、考え方を整理

する。平成23年度から評価手数料を引き上げ、他の事業との経費を区分して収支を

明らかにすることで、民間評価機関とのイコールフッティングを図る。 

・民間評価機関を含む関係者による公開の検討の場を設け、対応を検討し、結論を得 

る。 

・機構が業務を独占しない評価の在り方について対応を検討する。 

・運営体制の見直し（人員減）等により事業費を縮減する。 

・省庁大学校の課程修了者に対する学位授与については、国費を投入しない。 

・引き続き事業の効果的・効率的な実施を図る。 

・既存の大学情報データベースについては廃止する。 

＜資産・運営等の見直し＞ 

・国立特別支援教育総合研究所、物資・材料研究機構、教員研修センター、国立高等

専門学校機構の事務所等を集約・共用化することとし、国立大学財務・経営センタ

ーとともに本法人が保有する学術総合センターの一部を提供する。 
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【独立行政法人国立大学財務・経営センター】 

＜事務・事業の見直し＞ 

・施設費貸付事業及び承継債務償還については、将来的に廃止を検討するが、国立大

学附属病院が直面する施設設備整備の必要性と資金調達の現状にかんがみて当面継

続する。 

・施設費交付事業及び旧特定学校財産の管理処分については、将来的に廃止を検討する 

が、国立大学法人が直面する施設整備の必要性と資金確保の困難性等にかんがみて当   

面継続する。 

・財産管理・処分・有効活用に関する協力・助言を廃止する。 

・高等教育に係る財政及び国立大学法人等の財務・経営に関する調査及び研究を廃止す 

る。 

・財務・経営の改善に資するための情報提供、協力・助言を廃止する。 

＜資産・運営等の見直し＞ 

・独立行政法人整理合理化計画に基づき、平成21年度より管理・運営業務を廃止し、

平成23年度末までの間の経過措置として東京工業大学及び大阪大学が管理・運営業

務を行っているキャンパス・イノベーションセンター（東京及び大阪）については、

経過措置終了後に建物の売却や他機関への移管等を行うための準備を進める。 

・学術総合センターの１、２階にある講堂・会議室等について、自治体・民間に売却

することを含め、年度内を目途に結論をまとめる。 

・国立特別支援教育総合研究所、物質・材料研究機構、教員研修センター、国立高等

専門学校機構の事務所等を集約・共用化することとし、大学評価・学位授与機構と

ともに本法人が保有する学術総合センターの一部を提供する。 

・国立大学財務・経営センターについては、当面継続される上記事業にふさわしい実

施主体の在り方やセンター債券の扱い等所要の事項に関する検討を行い、その結論

を得た上で、廃止する。 

 

○独立行政法人の制度及び組織の見直しの基本方針について 

「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」に基づく取り組みを踏まえ、平成24年

１月20日には「独立行政法人の制度及び組織の見直しの基本方針」が閣議決定されました。 

当該閣議決定の（別紙）「各独立行政法人について講ずべき措置」における旧機構及び旧セ

ンターに係る記載は以下のとおりです。 
 

「独立行政法人の制度及び組織の見直しの基本方針」（平成24年１月20日閣議決定） 
 

【大学入試センター、日本学生支援機構、大学評価・学位授与機構及び国立大学財務・

経営センター】 

・大学入試センター及び大学評価・学位授与機構については統合し、大学連携型の成

果目標達成法人とする。 

・国立大学財務・経営センターについては廃止し、その業務のうち当面継続されるも

のについては、統合後の法人に移管する。 

・統合後の法人については、学位授与に係る手数料の引上げ等により、自己収入比率を

高め、将来的に運営費交付金に頼らない構造での運営を目指す。 

・日本学生支援機構については、その機能を整理した上で、統合後の法人への統合、

事務・事業の他の主体への一部移管等、その具体的な在り方について平成24年夏ま

でに結論を得る。 

なお、売却を進めている国際交流会館等のうち、やむを得ない事情により売却が困

難なものについては、廃止の進め方について現行中期目標期間終了時までに結論を

得る。 
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○平成25年度予算編成の基本方針について 

平成25年１月24日に「平成25年度予算編成の基本方針」が閣議決定され、その中で「独立

行政法人の制度及び組織の見直しの基本方針」（平成24年１月20日閣議決定）は、それ以前よ

り決定していた事項を除いて当面凍結されることになりました。 
 

「平成25年度予算編成の基本方針」（平成25年１月24日閣議決定） 

     注記２ 

特別会計及び独立行政法人の見直しについては、「特別会計改革の基本方針」（平

成24年１月24日閣議決定）及び「独立行政法人の制度及び組織の見直しの基本方針」

（平成24年１月20日閣議決定）は、それ以前より決定していた事項を除いて当面凍

結し、平成25年度予算は、現行の制度・組織等を前提に編成するものとする。特別

会計及び独立行政法人の見直しについては、引き続き検討し、改革に取り組む。 

 

○独立行政法人改革等に関する基本的な方針について 

平成25年12月24日には「独立行政法人改革等に関する基本的な方針」が閣議決定されまし

た。当該閣議決定の（別紙）「各法人等について講ずべき措置」における旧機構及び旧センタ

ーに係る記載は以下のとおりです。 
 

「独立行政法人改革等に関する基本的な方針」（平成25年12月24日閣議決定） 
 
【大学評価・学位授与機構、国立大学財務・経営センター】 

上記２法人を統合し、中期目標管理型の法人とする。 
 
また、「各法人の統廃合等に係る措置」の実施時期については、「平成27年４月以降可能な

限り早期の改革実現を目指して迅速に講ずるものとし、具体的な実施時期については主務省

等における検討状況を踏まえ、平成26年夏を目途に行政改革推進本部において決定する」と

されました。 

 

この閣議決定を踏まえ、文部科学省において「大学評価・学位授与機構及び国立大学財務・

経営センターの統合に関する準備委員会」を設置し、統合に向けた検討を再開しました。 

 

○各独立行政法人の統廃合等に係る措置の実施時期について 

平成26年８月29日行政改革推進本部において、平成28年４月までに、旧機構及び旧センタ

ーの２法人を統合することと定められました。 

 

○旧大学評価・学位授与機構及び旧国立大学財務・経営センターの統合について 
平成27年３月10日の閣議決定において、旧機構及び旧センターを統合し、大学の教育研究

活動面と経営面の改革支援を一体的に行う「独立行政法人大学改革支援・学位授与機構」を

設置することが決定されました。国会での法案審議を経て、平成27年５月27日に「独立行政

法人大学評価・学位授与機構法の一部を改正する法律（平成27年法律第27号）※」が公布さ

れ、両機関は、平成28年４月１日に統合しました。新法人名は「独立行政法人大学改革支

援・学位授与機構」となり、大学評価、学位授与、質保証連携やこれらに関わる調査研究

等、旧機構が行っていた業務並びに、施設費貸付事業及び施設費交付事業等、旧センターが

行っていた業務及び旧センター債券の債権債務は新法人に承継されました。 
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(2) 金利リスク 

当機構においては、国立大学法人及び大学共同利用機関法人を対象として、附属病院整備及び

キャンパス移転整備について、土地の取得、施設の設置若しくは整備又は、設備の設置に必要な

資金を貸し付ける施設費貸付事業を行っています。施設費貸付事業の財源は財政融資資金借入金

及び債券により調達した資金となります。 

 この債券に係る資金については、貸付期間が調達期間を上回ることとなり、債券借換時の金利

リスクを負うこととなります。また、貸付けの償還条件は、10年間半年賦元金均等償還ですが、

債券の償還条件は満期一括償還であり、回収原資の再運用時の金利リスクが存在します。 

 これらのリスクに対応するため、附属病院の設備の設置に必要な資金の貸付けについては、５

年金利見直し制度を導入するとともに、令和元年度においては、財政融資資金借入金利に0.014%

～0.033%上乗せした金利で貸付けを行いました。 

 

(3) 旧国立学校特別会計からの承継債務 

当機構の前身の１つである旧センターは、平成16年４月１日の法人化の際、旧国立学校特別会

計が財政融資資金に対して負っていた債務を一括して承継しており、令和元年３月末時点で

102,695百万円の債務残高があります。 

この承継債務は、国立大学法人法附則第12条第１項により、文部科学大臣が定める国立大学法

人が、当機構に対し文部科学大臣が定める額を負担することとされており、当機構がこれを取り

まとめて財政融資資金に対し償還を行うこととなっています。 

この承継債務の償還確実性を確保するため、同条第３項により、文部科学大臣が定める国立大

学法人等は当機構の承継した債務を保証することとされています。 

なお、国立大学法人が負担する際の金利、償還期間と当機構が、財政融資資金に償還する際の

金利、償還期間は一致しており、金利リスクは存在していません。 

 

(4) 流動性リスク 

市場の混乱等により、当機構の資金調達が困難となる、若しくは、市場取引においてプレミア

ムが要求されるような事態が生じた場合、当機構の資金調達費用が増加する可能性があります。

当機構では、資金繰り状況を常に把握するとともに、取引銀行との間に78億円の短期借入金枠を

設定するなど、適切なリスク管理に努めています。 

 

(5) 事務リスク 

当機構では、内部統制・コンプライアンス（法令遵守）の徹底及び監事監査、監査室による監

査により機構業務が適正に実施されているか監査を行うとともに、職員に対する事務手続きにお

けるチェックの徹底、教育の実施などを通じ、事務過誤、不正等を未然に防止し、事務処理水準

の維持向上に努め、事務リスクの極小化を図っています。 

 

(6) システムリスク 

当機構では、情報システムに内在するリスクを把握し、システム障害等の未然防止及び情報シ

ステムの維持向上に努め、システムリスクの極小化を図っています。 

 

4. 経営上の重要な契約等 

 

該当事項はありません。 

 
5. 財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析 
 
(1) 令和元年度末における当機構の財政状態について  

当機構における法人単位の総資産額は、737,465百万円となっています。当機構の勘定は、一般

勘定と施設整備勘定からなりますが、このうち、施設整備勘定の729,804百万円が総資産額の99.0%

を占めています。 
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施設整備勘定729,804百万円のうち、施設費貸付金は607,234百万円、承継債務負担金債権は

102,695百万円となっています。 

 

〈令和元年度末時点における各勘定別の財政状態〉           （単位：百万円） 

 

 
一般勘定 施設整備勘定 法人単位 

 資産の部  7,660 729,804 737,765 

 

 
 負債の部 1,085 711,121 712,205 

 純資産の部 6,576 18,684 25,259 

 負債純資産合計 7,660 729,804 737,465 

 

(2) 令和元年度における当機構の経営成績について 

当機構の法人単位における経常費用は、9,970百万円となっています。これを勘定別にみますと

施設整備勘定の7,810百万円が78.3%を占めています。 

一方の法人単位の経常収益は、9,141百万円となっており、施設整備勘定の6,854百万円が75.0%

を占めています。 

 

〈令和元年度における各勘定別の経営成績〉               （単位：百万円） 

 

 
一般勘定 施設整備勘定 法人単位 

 経常費用 2,160 7,810 9,970 

 経常収益 2,287 6,854 9,141 

 経常利益又は経常損失 126 △ 955 △ 829 

 当期純利益又は当期 

純損失 
126 △ 955 △ 829 

前中期目標期間繰越積 

立金取崩額 
  9 －  9 

大学改革支援・学位授与

機構法第18条積立金取

崩額（※） 

－ 955 955 

 当期総利益 136 0 136 

   ※ 施設整備勘定において純利益が発生した場合は、大学改革支援・学位授与機構法第18条に

規定する積立金に繰り入れ、翌年度以降の施設費交付事業の財源とすることとされています。 

当期純損失が発生した場合、大学改革支援・学位授与機構法第18条に規定する積立金を取

り崩して充当することにより、損益が均衡する仕組みとなっています。 
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(3) 令和元年度における当機構のキャッシュ・フローの状況について 

当機構の法人単位の業務活動によるキャッシュ・フローは21,962百万円、投資活動によるキャ

ッシュ・フローは4,327百万円、財務活動によるキャッシュ・フローは△21,499百万円となってい

ます。その結果、資金は4,791百万円増加となり、資金期末残高は13,046百万円となっています。 

 

〈令和元年度における各勘定別のキャッシュ・フローの状況〉      （単位：百万円） 

 
一般勘定 施設整備勘定 法人単位 

業務活動によるキャッ 

シュ・フロー 
△  57 22,019      21,962 

投資活動によるキャッ 

シュ・フロー 
△  313 4,640 4,327 

財務活動によるキャッ 

シュ・フロー 
△   7 △ 21,491    △ 21,499 

資金増加額（△減少額） △  377 5,168 4,791       

資金期首残高           781 7,473       8,255 

資金期末残高           404 12,641        13,046 

 

(4) 当機構の令和元年度行政コスト計算書について 

行政コスト計算書は、特殊法人等について、説明責任の確保と透明性の向上の観点から、最終

的に国民負担に帰すべきコストを集約表示する書類です。特殊法人等が現在作成、開示している

貸借対照表、損益計算書等の財務諸表は、個々の特殊法人等の特性から、一部企業会計原則と異

なる会計処理が行われていますが、行政コスト計算書は、説明責任、透明性の観点から、このよ

うな個々の特殊法人等の特性を捨象し、特殊法人等が民間企業として活動を行っていると仮定し

た場合の財務書類です。このため、通常コストとして認識されない、政府出資金や国有財産の無

償使用等に係る機会費用についてもコストとして認識することとしています。 

当機構の法人単位の行政コストは、10,332百万円となっています。 

 

〈令和元年度における各勘定別の行政コスト計算書〉           （単位：百万円） 

 
一般勘定 施設整備勘定 法人単位 

Ⅰ 損益計算書上の費用 2,442 7,810 10,251 

Ⅱ その他行政コスト 80 0 80 

Ⅲ 行政コスト 2,522 7,810 10,332 

 

(5) 財政投融資対象事業に関する政策コスト分析について 

財政投融資を活用している事業については、将来の国民負担がどの程度になるかを明らかにす

る等のため政策コスト分析を行っており、分析結果については、当機構のウェブサイトより公表

しています。 

分析に当たっては、一定の前提条件（金利、事業規模、利用見込みなど）を設定して、各財投

機関が財政投融資を活用している事業について、将来にわたるキャッシュ・フロー等を推計し、

それに基づいて、①国から将来にわたって投入される補助金等と、②これまで投入された出資金

等による利払軽減効果（国にとっての機会費用）などの額を試算しています。 
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区  分 政策コスト 分析期間 

令和２年度 7億円 35年間 

 

政策コスト分析については、276頁「第５ 経理の状況 6.令和２年度政策コスト分析」に掲載

しています。  
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第３ 設備の状況 
1. 設備投資等の概要 

 

該当事項はありません。 

 

2. 主要な設備の状況 

 

令和元年度末現在における主要な設備は、次のとおりです。 

 

（単位：百万円） 

 

 

 

 

 
所在地 

 

 
内  容 

 

土  地 建  物 動 産 合 計 

 
面積 ㎡ 

帳 簿 
価 額 

 
面積 ㎡ 

帳 簿 
価 額 

帳 簿 
価 額 

帳 簿 
価 額 

小平本館 東京都 

小平市 

庁舎・ 

会議室等 

10,588 1,910 13,212 1,614 

      

100 

 

3,624 

 

小平第二住宅 東京都 

小平市 

職員宿舎 4,609 720 2,769 55 

 

 

1 776 

 

 

竹橋オフィス 

（学術総合セ

ンター） 

東京都 

千代田区 

庁舎・ 

会議室等 

568 1,425 3,354 737 

 

5 

 

2,167 

 

 

 

 

3. 設備の新設、除去等の計画 

 

令和３年２月５日において計画中である主要な設備の新設、除去等はありません。 
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第４ 法人の状況 
1. 資本金の状況 

当機構における令和元年度末の資本金は、以下のとおりです。平成28年４月の設立以来、増減は

ありません。 

 

区   分 資 本 金 

一 般 勘 定 8,781百万円 

施 設 整 備 勘 定 － 

法人単位 8,781百万円 

※資本金は全て政府出資金 

 
参考として、旧センターの平成23年度から平成27年度までの資本金等の推移（各勘定毎）並びに

旧機構の平成23年度から平成27年度までの資本金等の推移を記載しています。 
 

【旧国立大学財務・経営センター】 

（単位：百万円） 

年 度 勘 定 
資 本 金 

増 減 額 総  額 

平成23年度 

一 般 勘 定 － 9,602 

施 設 整 備 勘 定 － － 

合 計 － 9,602 

平成24年度 

一 般 勘 定 △ 8,230 1,372 

施 設 整 備 勘 定 － － 

合 計 △ 8,230 1,372 

平成25年度 

一 般 勘 定 － 1,372 

施 設 整 備 勘 定 － － 

合 計 － 1,372 

平成26年度 

一 般 勘 定 － 1,372 

施 設 整 備 勘 定 － － 

合 計 － 1,372 

平成27年度 

一 般 勘 定 － 1,372 

施 設 整 備 勘 定 － － 

合 計 － 1,372 

 

【旧大学評価・学位授与機構】 

（単位：百万円）             

年 度 
資 本 金 

増 減 額 総  額 

平成23年度 － 7,471 

平成24年度 － 7,471 

平成25年度 － 7,471 

平成26年度 － 7,471 

平成27年度 － 7,471 

※単位未満は四捨五入しています。 
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2. 役員の状況 

 

役員については、機構法第７条の規定により、機構長及び監事２人を置くこととされており、ま

た理事２人以内を置くことができます。機構法第９条の規定により理事の任期は２年となっていま

す。 

令和２年３月現在の役員は、次のとおりです。 

 

役 職 氏  名 就任年月日 経                      歴 

機構長 福田 秀樹 平成28年4月1日 

昭和45年 4月 鐘淵化学工業株式会社（現 株式会社

カネカ） 

昭和57年 7月 英国マンチェスター工科大学客員研

究員（昭和59年12月まで） 

昭和60年 5月 鐘淵化学工業株式会社生産技術研究

所主任研究員 

平成 4年 10月 鐘淵化学工業株式会社総合研究所研

究企画部長兼生産技術研究所主席研

究員 

平成 6年 4月 神戸大学教授 

平成15年 2月 神戸大学大学院自然科学研究科長

（平成21年3月まで） 

平成19年 4月 神戸大学自然科学系先端融合研究環

長（平成21年3月まで） 

平成21年 4月 神戸大学長（平成27年3月まで） 

平成28年 4月 大学改革支援・学位授与機構長 

理事 長谷川 壽一 平成30年4月2日 

昭和59年 4月 東京大学助手 

昭和63年 4月 帝京大学助教授 

平成 3年 10月 東京大学助教授 

  

平成11年 4月 東京大学教授（平成25年3月まで） 

平成23年 2月 東京大学大学院総合文化研究科長／

教養学部長（平成25年2月まで） 

平成25年 4月 東京大学理事・副学長 

平成27年 4月 東京大学教授 

平成30年 4月 大学改革支援・学位授与機構理事 

理事 湊屋 治夫 平成30年7月27日 

昭和62年 4月 文部省 

平成19年 1月 文部科学省生涯局男女共同参画学習

課長 

平成20年 7月 日本学術振興会総務部長 

平成23年 4月 文化庁文化財部伝統文化課長 

平成25年 4月 教員研修センター理事 

平成27年 5月 国立教育政策研究所次長 

平成30年 7月 大学改革支援・学位授与機構理事 
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役  職 氏  名 就任年月日 経                      歴 

監事 

(非常勤) 
小笠原 直 平成28年4月1日 

平成元年 4月 第一勧業銀行（現 みずほ銀行） 

平成 3年 12月 太陽監査法人(現 太陽有限責任監査

法人） 

平成19年 4月 太陽監査法人(現 太陽有限責任監査

法人）代表社員 

平成20年 10月 監査法人アヴァンティア法人代表、

代表社員 

平成22年 4月 国立大学財務・経営センター監事（非

常勤）（平成28年3月まで） 

平成28年 4月 大学改革支援・学位授与機構監事（非

常勤） 

監事 

(非常勤) 
柴 眞理子 平成28年4月1日 

昭和48年 4月 福島大学助手 

昭和49年 4月 東京教育大学体育学部教務補佐 

（昭和52年3月まで） 

昭和50年 4月 女子聖学院短期大学専任講師 

昭和56年 4月 神戸大学講師 

昭和62年 8月 神戸大学助教授 

平成 7年 10月 神戸大学教授 

平成13年 2月 神戸大学大学教育研究センター長

（平成17年2月まで） 

平成18年 10月 お茶の水女子大学教授 

平成20年 4月 お茶の水女子大学附属高等学校長

（平成21年3月まで） 

平成21年 4月 お茶の水女子大学文教育学部長 

（平成23年3月まで） 

平成26年 3月 お茶の水女子大学退職 

平成26年 4月 放送大学東京足立学習センター所長 

（平成31年3月まで） 

平成28年 4月 大学改革支援・学位授与機構監事（非

常勤） 
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3. コーポレート・ガバナンスの状況 

 

(1) 法による規制 

 
① 主務大臣等 

当機構の主務大臣は、機構法により文部科学大臣とされており、通則法により、文部科学大

臣は、当機構の機構長及び監事を任命し、又は解任することができるとされています。また、

当機構は、業務方法書の作成及び変更、長期借入や債券発行の際などには、文部科学大臣の認

可を受けることとされています。 

 

② 会計監査人の監査等 

当機構は、通則法により、監事の監査のほか、財務諸表、事業報告書（会計に関する部分に

限る。）及び決算報告書について、文部科学大臣が選任する会計監査人の監査を受けなければな

らないとされています。また、毎事業年度、財務諸表を作成し、当該事業年度の終了後三月以

内に文部科学大臣に提出し、その承認を受けなければならないとされています。 

 

③ 会計検査院の検査 

当機構に対しては、会計検査院法に基づいて会計の検査を目的とした会計検査院による検査

が行われています。 

当該検査の観点は以下のとおりです。 

 ・決算が予算執行の状況を正確に表示しているか。（正確性） 

 ・会計経理が予算や法令等に従って適正に処理されているか。（合規性） 

 ・事務・事業が経済的、効率的に行われているか。（経済性、効率性） 

 ・事業全体が所期の目的を達成し効果を上げているか。（有効性） 

 

(2) 外部評価体制 

 

当機構の業務の実績評価には、毎年度の業務の実績について行われる年度毎の評価と中期目標

期間における業務の実績について行われる中期目標期間毎の評価があります。また、業務の実績

については、文部科学大臣による評価と、内閣総理大臣が任命した学識経験者で構成される総務

省の独立行政法人評価制度委員会による２次評価がなされることになります。 

当機構は、文部科学大臣に各年度の業務の実績や中期目標期間の業務の実績について、中期計

画の実施状況、中期目標の達成状況等を考慮の上評価を受けることとなります。文部科学大臣は、

評価の結果、必要があると認める場合には、当機構に対して業務運営の改善その他の必要な措置

を講ずることを命ずることができます。 

一方、総務省の独立行政法人評価制度委員会は、文部科学大臣の中期目標期間終了時に見込ま

れる業務実績に関する評価結果の通知を受け、必要があると認める場合、意見を述べなければな

らない、また、主要な事務及び事業の改廃に関し勧告をすることができるとされています。 

※文部科学大臣による令和元年度の業務実績に関する評価については、57頁をご参照ください。 

 

(3) 内部管理体制 

 

① 業務執行体制、評議員会、運営委員会、企画調整会議 

機構長のリーダーシップの下、機動的な組織運営・業務実施を行えるよう権限を機構長に集

中させるとともに、外部有識者等で構成する評議員会及び運営委員会を設け、中期計画、年度

計画、予算等の重要事項について審議・助言を受けるなど機構長の補佐体制についても整備し

ています。また、機構長、理事等役員及び職員幹部で構成する企画調整会議を定期的に開催し、

重要な方針及び施策に関して審議を行うなど、当機構の業務の適正な管理、効率的・効果的な

運営を図っています。 
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② 監事監査 

当機構の業務の適正かつ効率的、効果的な運営を図るとともに会計経理の適正を期すること

を目的とし、機構には、監事２名を置いています（機構法第７条）。監事は、監事監査規則等に

基づき、個々の事務処理の不適正・非効率を指摘するに止まらず、これらの生ずる原因・理由

等の探求及び防止の方策についても配慮し、会計監査人と連携し当機構の業務の監査を行って

います。 

 

③ 内部監査 

機構長は、当機構の業務及び会計処理が規則等を遵守し、適正になされているかについて、

職員に命じ内部監査を行っています。 

 

(4) 文部科学大臣による令和元年度業務実績評価について 

当機構の令和元年度に係る業務の実績に関する評価は以下のとおりです。 

 

 

  １．全体の評定 

   評定：Ｂ 

全体としておおむね中期計画における所期の目標を達成していると認められる。 

   評定に至った理由： 

法人全体に対する評価に示すとおり、全体として中期計画に定められたとおり、概

ね業務が実施されたと認められるため。 

 

 ２．法人全体に対する評価 

以下に示すとおり、一部、中期計画に定められた以上の業務の進捗が認められており、全

体として、中期計画に定められたとおり、概ね業務が実施されたと認められる。 

 

○施設費貸付事業において、令和元年度の財政融資資金の融通条件が変更されたことに伴

い、この変更により大学附属病院の設備整備計画に支障が生じることが無いよう、機構債

券を例年より10億円増額発行することで資金調達を行い、希望する大学に対して償還に1年
の据置期間を設けるなどの機構独自の支援を行った。 

 

 ３．項目別評価における主要な課題、指摘事項など 

 

法科大学院に係る認証評価において、本中期目標期間中に運営費交付金の負担割合を段階

的に削減することに関して、当該評価に係る運営費交付金の具体的な削減目標を早期に設

定し、削減に向けた具体策の検討を引き続き実施することが期待される。 

 

 ４．その他事項 

   監事から意見を聴取し、特段重大な指摘はないことを確認した。 

 

 
なお、全文に関しては、当機構ホームページ（http://www.niad.ac.jp/media/012/202009/no10
_hyoukakekka_1st.pdf）において公表されています。 
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第５ 経理の状況 
1. 財務諸表の作成方法について 

 

当機構の財務諸表は、通則法第37条により原則として企業会計原則によるものとされ、「独立行

政法人会計基準」及び「独立行政法人会計基準注解」、独立行政法人大学改革支援・学位授与機構

に関する省令等に基づき作成されます。 

 

2. 当機構の財務 

 

(1) 経理の特徴 

 

当機構では、機構法第17条及び附則第13条第４項に基づき、以下のとおり区分して経理してい

ます。 

 

① 機構法第17条の規定による区分経理により、当機構の運営に必要な経費を一括して経理し一般

勘定としています。 

 

② 機構法第16条の業務のうち、施設費貸付事業及び施設費交付事業に係る経理、同法第19条に規

定する施設費貸付事業に必要な費用に充てるための長期借入金の経理、同法附則第13条に規定

する承継債務償還業務の経理及び承継された財産の処分に係る経理を、施設整備勘定としてい

ます。 

 

(2) 財務諸表の作成 

 

① 当機構は通則法第38条１項により、毎事業年度、貸借対照表、損益計算書、利益の処分又は損失

の処理に関する書類その他文部科学省令で定める書類及びこれらの附属明細書（以下「財務諸

表」という。）を作成し、当該事業年度の終了後三月以内に文部科学大臣に提出し、その承認を

受けなければならないとされています。 

 

② 当機構は、通則法第39条により、監事の監査のほか、財務諸表、事業報告書（会計に関する部分

に限る。）及び決算報告書について、会計監査人の監査を受けなければならないとされています。

なお、同法第40条により、会計監査人は、文部科学大臣が選任するとされています。 

 

③ 当機構は、通則法第38条第３項により、上記の規定による文部科学大臣の承認を受けたときは、

遅滞なく、財務諸表を官報に公告し、かつ、財務諸表並びに事業報告書、決算報告書及び監査報

告を、各事務所に備えて置き、文部科学省令で定める期間、一般の閲覧に供しなければならない

とされています。 

 

(3) 利益及び損失の処理 

 

① 一般勘定 

当機構の一般勘定においては、通則法第44条第１項により、毎事業年度、損益計算において利

益を生じたときは、前事業年度から繰り越した損失を埋め、なお残余があるときは、その残余の

額は、同条第１項若しくは第３項の積立金として整理しなければならないとされています。 

また、同条第２項により、毎事業年度、損益計算において損失を生じたときは、同条第１項に

よる積立金を減額して整理し、なお不足があるときは、その不足額は、繰越欠損金として整理し

なければならないとされています。 
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② 施設整備勘定 

当機構の施設整備勘定においては、機構法第18条第４項により、通則法第44条第１項本文又は

第２項の規定による整理を行った後、なお残余があるときは、その残余の額は、積立金として整

理し、翌年度以降の施設費交付事業の財源に充てなければならないとされています。 

 

3. 監査証明について 

 

当機構の財務諸表は、通則法第38条第２項により、監事及び会計監査人の監査報告及び会計監査

報告を添付しなければならないとされています。 

 

4. 連結財務諸表について 

 

子会社は存在しないため、連結財務諸表は作成していません。 

 

5. 財務諸表等 

 

以下、当機構の令和元年度及び平成30年度の財務諸表等を掲載しています。 
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１．財政投融資を活用している事業の主な内容

２．財政投融資計画額等
（単位：億円）

３．当該事業に関する政策コスト分析の試算値

① 政策コスト （単位：億円） ③ 経年比較分析（対前年度実績増減額の算出） （単位：億円）

② 投入時点別政策コスト内訳 （単位：億円）

④ 発生要因別政策コスト内訳 （単位：億円）

⑤ 感応度分析（前提条件を変化させた場合） （単位：億円）

（注）　各欄は単位未満四捨五入の端数処理により、合計において合致しない場合がある。

※1　国の収入（国庫納付等）は、収入がある場合マイナス計上する。　例：△100億円…100億円の国庫納付等を表す。

7                        6                        △0                     △0                     -                        △0                     

元年度 2年度

単純比較
（調整前）

（独）大学改革支援・学位授与機構（施設整備勘定）
https://www.niad.ac.jp/

2年度財政投融資計画額 元年度末財政投融資残高見込み

456

単純増減

6,956

元年度 2年度

   国立大学附属病院施設の再開発整備等のための病棟等の整備に要する資金及び医療設備の整備に要する資金の国立大学法人への
貸付事業を行う。
（参考）財投対象外の主な事業としては、評価事業、学位授与事業、施設費交付事業等がある。

増　減区　　　分

2.国の収入（国庫納付等）　※
1 -          -          

7                        

4                        7                        

実質増減
（②-①）

+4        

3.出資金等の機会費用分 -          0          +0        
経年比較
（調整後）

政
策
コ
ス
ト

1.国の支出（補助金等） 4          7          +3        

①分析始期の調整
（分析始期を2年度分
析に合わせた結果）

②前提金利の調整
（元年度の前提金利で

再試算した結果）

-          

+3        

 (A)2年度政策コスト 【再掲】 7

【実質増減額の要因分析】
　○ 政策コストの増加要因
　　・新規融資に伴う事務費の増によるコスト増　（+4億円）

　○ 政策コストの減少要因
　　・なし

① 分析期首までに投入された
　出資金等の機会費用分

-          0          +0        

    1～3 合計＝政策コスト (A)　 4         7         +3        

区　　　分 元年度 2年度 増　減

分析期間（年） 35年      35年      -          

3                        

 (A) 政策コスト 【再掲】 4          7          +3        

国の支出（補助金等） 4          7          +3        

② 分析期間中に新たに見込
　まれる政策コスト

4          7          +3        

剰余金等の機会費用分 -          -          -          　　② 貸倒 -

　　① 繰上償還 -

出資金等の機会費用分 -          -          -          　　③ その他（利ざや等） 7

国の収入

（国庫納付等）　※1 -          -          -          

※2
　前提金利（割引率及び将来金利）をマイナス金利政策導入前（平成28年1月28日）における国債流通利回りを基に算出した場合。

２．国の収入

（国庫納付等）　※1
３．出資金等の

機会費用

 (A) 政策コスト
【再掲】

マイナス金利政策

導入前ケース　※2 増減額 １．国の支出
（補助金等）
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４．分析における試算の概要及び将来の事業見通し等の考え方

① 試算の対象：（独）大学改革支援・学位授与機構における各国立大学法人に対する施設費貸付事業(施設整備勘定)

② 試算の対象事業規模：令和2年度貸付計画額499億円及びその継続分の貸付を実行した場合について試算。

③ 分析期間：上記②に基づき貸付けを行い、その回収（最長30年間）が完了するまでの35年間となっている。

④ 管理費については、施設費貸付事業及び債務償還に係る経費として、人頭経費を人数按分により算出したものに物件費を合算して
計上。施設費貸付事業経費は、新規貸付額の割合に基づき算出。債務償還事務経費は、借入残高の割合に基づき算出。 

⑤ 繰上償還については、発足以来の実績が5件に留まっているため、令和2年度以降は見込んでいない。 
⑥ 貸倒償却については、発足以来実績がないため令和2年度以降見込んでいない。

５．補助金等が投入される理由、仕組み、国庫納付根拠法令等

【根拠法令等】

　○独立行政法人通則法第46条

　　　「政府は、予算の範囲内において、独立行政法人に対し、その業務の財源に充てるために必要な金額の全部又は一部に

　　相当する金額を交付することができる。」

６．特記事項など

--

　独立行政法人大学改革支援・学位授与機構は、国立大学法人等の施設整備等に必要な資金の貸付け及び交付等の業務を行うこ
とにより国立大学法人等の教育研究環境の整備充実等を図ることを目的としている。
　その目的を遂行・達成するために必要となる管理費等の経費については、国からの運営費交付金により手当てされているところであ
る。

繰上償還率 - - -

（実績） （見込み）

① 平成27年5月に「独立行政法人大学評価・学位授与機構法の一部を改正する法律」が公布されたことに伴い、これまで
　（独）国立大学財務・経営センターが実施していた業務は、平成28年4月1日をもって、新法人である（独）大学改革支援・学位
　授与機構（（独）　国立大学財務・経営センターと（独）大学評価・学位授与機構は統合された。）に引き継がれた。

② これまで（独）国立大学財務・経営センターでは、施設整備勘定にて事業に係る経理を行い、運営に必要な経費については
　一般勘定において運営費交付金として受け入れていた。新法人である（独）大学改革支援・学位授与機構においても、引き
　続き区分経理を行い、（独）国立大学財務・経営センターが行っていた業務については施設整備勘定にて経理し、一般勘定
　において運営に必要な経費を運営費交付金として受け入れるとともに、（独）大学評価・学位授与機構で実施していた事業に
　ついて経理している。

③ 本分析では、一般勘定で受け入れる運営費交付金のうち、財投対象事業である施設費貸付事業の運営に必要な経費を政
　策コストとして認識し、計上している。なお、統合に伴う本政策コスト分析への影響は特段生じていない。

（計画）

-

- --

-

貸倒償却率 - - - -

（試算前提）

3～36年度年　　度 27 28 29 30 元 2
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（参考）当該事業の成果、社会・経済的便益など　

○    事業の定量的成果

施設整備 計画事業　東北大学基幹環境整備　外31大学
設備整備 計画事業　弘前大学病院設備整備　外20大学

○　 施設費貸付実績等

○　 社会経済的便益

　国立大学附属病院は、医学部、歯学部等の教育研究に必要な施設として設置され、将来の医療を担う医療従事者の育成を図
るとともに、専門性を有した質の高い医療の提供や高度医療に関する開発等を行う医療機関としての役割を果たしている。
　　特に、医療機関としての国立大学附属病院は、我が国における高度な医療を提供することのできる医療機関の中心となって
おり、一般の病院では診断・治療の困難な重症・難病の患者を受け入れるなど、地域内の医療機関との連携を図りながら、地域
の中核的な医療機関として大きな役割も果たしている。
　　(独) 大学改革支援・学位授与機構の行う施設費貸付事業は、上記国立大学附属病院に対して、附属病院整備（施設整備及
び病院特別医療機械整備）等に必要な資金の貸付を行うことで、国立大学附属病院の教育研究診療機能の充実を図るとともに、
社会的要請に適切に応えている。
１．先進医療の実施状況（令和2年2月1日現在）
　・41大学が先進医療技術の実施を可能とする医療機関として承認を受けており、国立大学附属病院全体としては、第２項先進
医療(先進医療Ａ)技術全27種類のうち20種類（74.1%）、第３項先進医療(先進医療Ｂ)技術全66種類のうち44種類（73.3%）の承認
を得ている。
２．脳死での臓器移植の実施状況（令和2年2月6日現在）
　・国立大学附属病院のうち37大学が臓器移植医療施設の指定を受け（88.1%）、我が国で実施された脳死臓器移植2,938件のう
ち1,708件が実施（58.1%）された。
３．政策的な医療への対応（令和元年7月1日現在）
　・国立大学病院は、がん診療連携拠点病院（都道府県がん診療連携拠点病院24大学、地域がん診療連携拠点病院18大学）、
高度救命救急センター（高度救命救急センター12大学、救命救急センター12大学）、総合周産期母子医療センター（総合周産期
母子医療センター18大学、地域周産期母子医療センター23大学）等に指定されており、地域医療の最後の砦として、我が国の医
療に大きく貢献している。

2計画
259
240
499555

＜令和２年度計画事業＞

　　　・平成16年度～平成30年度施設費貸付実績（累計）
　　　　　施設整備費　　　　　　　　　　　 　　　　　    ・・・5,840億円（803事業）
　　　　　病院特別医療機械整備費（設備整備）　　・・・2,977億円（401事業）
　　　・平成30年度施設費貸付実績
　　　　　施設整備費　　　　　　　　　　　　    　     　・・・279億円（40事業）
　　　　　病院特別医療機械整備費（設備整備） 　 ・・・186億円（25事業）
　　　・令和２年度施設費貸付計画額
　　　　　施設整備費　　　　　　　　　　　　      　     ・・・259億円（54事業）
　　　　　病院特別医療機械整備費（設備整備）　　・・・240億円（21事業）

計 634 559 671 465
設備整備 196 153 321 186 228

328施設整備 438 406 350 279
区　分 27実績 28実績 29実績 30実績 元実見

【融資実績等】 （単位：億円）
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【政策コストの推移】

（単位：億円）

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 元年度 2年度

5 4 4 5 5 4 4 3 4 7

5 4 4 5 5 4 4 3 4 7

- - - - - - - - - -

- - - - - - - - - 0出資金等の機会費用

政策コスト分析結果の概要

年度
政策コスト（総額）

国の支出（補助金等）

国の収入（国庫納付等）

【政策コストの推移の解説】

・23年度以降は、国立大学附属病院の施設及び設備の整備等に必要な資金の貸付けを行う上で、事務経費に充て

る国からの補助金等 （運営費交付金）のみが政策コストとなっており、ほぼ同水準で推移している。

【政策コスト分析結果（令和2年度）に対する財投機関の自己評価】

・２年度政策コストについては、例年とほぼ同水準で推移しており、財務の健全性の観点から問題ないと考える。

・感応度分析結果については、政策コストに対する影響はわずかであり、財務への影響は軽微であると考える。

△1

-

1

2

3

4

5

6

7

8

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 元年度 2年度

（単位：億円）

≪（独）大学改革支援・学位授与機構（施設整備勘定）≫

出資金等の機会費用

国の収入（国庫納付等）

国の支出（補助金等）

政策コスト（総額）

（注） 各年度の政策コストについて、推計に適用される金利等の前提条件は異なる。
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　（参考）貸借対照表、損益計算書

貸借対照表
科目 30年度末実績 元年度末見込 2年度末計画 科目 30年度末実績 元年度末見込 2年度末計画

（資産の部）  （負債及び純資産の部）
流動資産 752,332 739,821 719,472 流動負債 68,485 68,159 66,501

　 現金及び預金 7,473 11,916 13,723
　 一年以内償還予定大学改革支
　 援・学位授与機構債券

5,000 5,000 5,000

   有価証券 10,080 5,440 - 　 一年以内返済予定長期借入金 34,817 38,592 41,510
 　たな卸資産 2,082 1,707 1,344 　 一年以内返済予定承継債務 28,485 24,458 19,905
　 未収収益 186 106 84  　未払金 1 1 1
　 施設費貸付金 601,330 617,956 626,082 　 未払費用 181 108 85
　 承継債務負担金債権 131,180 102,695 78,238 固定負債 664,208 654,575 638,760

　 大学改革支援・学位授与機構債券 20,000 22,000 22,000
　 長期借入金 541,513 554,337 558,427
　 承継債務 102,695 78,238 58,333

（負債合計） 732,693 722,734 705,261
利益剰余金 19,639 17,087 14,211

　 大学改革支援・学位授与機構法第
   18条積立金

19,639 17,087 14,211

　 当期未処分利益 - - -

　 　（うち当期総利益） - - -
（純資産合計） 19,639 17,087 14,211

資産合計 752,332 739,821 719,472 負債・純資産合計 752,332 739,821 719,472

（注1）四捨五入の関係で合計が合わない場合がある。

損益計算書
科目 30年度実績 元年度見込 2年度計画

経常費用 9,188 8,042 8,085

　業務費 9,174 8,023 8,071

　財務費用 14 19 14

経常収益 7,182 5,491 5,208

　処分用資産賃貸収入 97 82 68

　処分用資産売却収入 1,810 1,381 1,381

　施設費交付金収益 255 392 54

　受取利息 5,019 3,634 3,704

　財務収益 1 2 0

経常利益又は経常損失（△） △2,006 △ 2,551 △ 2,877

当期純利益又は当期純損失（△） △2,006 △ 2,551 △ 2,877

大学改革支援・学位授与機構法
第18条積立金取崩額

2,006 2,551 2,877

当期総利益 - - -

（注）四捨五入の関係で合計が合わない場合がある。

(単位：百万円)

(単位：百万円)
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主な関係法令ホームページアドレス  

 

 

 

１．独立行政法人通則法（平成十一年七月十六日法律第百三号） 

https://elaws.e-

gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/detail?lawId=411AC0000000103 

に掲載されておりますので、 ご参照ください。  

 

 

２．独立行政法人大学改革支援・学位授与機構法（平成十五年七月十六日法律第百十四号） 

https://elaws.e- 

gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/detail?lawId=415AC0000000114 

に掲載されておりますので、 ご参照ください。  

 

 

３．国立大学法人法（平成十五年七月十六日法律第百十二号） 

https://elaws.e-

gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/detail?lawId=415AC0000000112 

に掲載されておりますので、 ご参照ください。 
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